
令和３年９月１３日

　　文部科学省高等教育局長　殿

国立大学法人佐賀大学長

兒　玉　浩　明

このたび，佐賀大学医学部の収容定員を変更したいので，別紙書類を添えて
提出します。なお，変更の上は，確実に提出した計画を履行します。

佐賀大学医学部収容定員変更に係る設置計画書



備 考

 　ｺｸﾘﾂﾀﾞｲｶﾞｸﾎｳｼﾞﾝ　ｻｶﾞﾀﾞｲｶﾞｸ

 　ｻｶﾞﾀﾞｲｶﾞｸ

4 145

　　年　月
第　年次

-

5,333
(5,328)

３年次
15 1,950 学士（理学）

学士（工学）

修業
年限

入学
定員

編入学
定　員

教育学部
　学校教育課程

4 120 -

芸術地域デザイン学部
　芸術地域デザイン学科 4 110

３年次
5

経済学部
　経済学科
　経営学科
　経済法学科

4

理工学部
　理工学科 4 480

農学部
　生物資源科学科

6

4

103
（98）

60
-

593
（588）
240

学士（医学）

学士（看護
学）

令和4年４月
第１年次

平成16年４月
第１年次

佐賀県佐賀市鍋島５
丁目1番1号

平成28年４月
第１年次

佐賀県佐賀市本庄町
１番地

450 学士（芸術）
学士（地域デ
ザイン）

平成28年４月
第１年次

同上

440
320
280

学士（経済学）
学士（経済学）
学士（経済学）

580 学士（農学）
平成31年４月
第１年次

同上

110
 80
 70

佐賀県佐賀市本庄町
１番地

新
設
学
部
等
の
概
要

年 人

新 設 学 部 等 の 名 称

480 学士（学校教育）

医学部
　医学科

　看護学科

計 1,278
(1,273)

３年次
20

別記様式第２号（その１の１）

新 設 学 部 等 の 目 的

大 学 の 名 称

大学の収容定員に係る学則変更

佐賀大学　(Saga University)

計 画 の 区 分

フ リ ガ ナ

国立大学法人　佐　賀　大　学

（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

基　本　計　画　書

設 置 者

大 学 本 部 の 位 置

　佐賀県においては，地域間・診療科間で医師の偏在が指摘される状況が継続して
生じている。このような状況の下で，地域医師確保の観点から，令和４年度の医学
部医学科の入学定員５名を増員する。

大 学 の 目 的

　国際的視野を有し，豊かな教養と深い専門知識を生かして社会で自立できる個人
を育成するとともに，高度の学術的研究を行い，さらに，地域の知的拠点として，
地域及び諸外国との文化，健康，社会，科学技術に関する連携交流を通して学術
的，文化的貢献を果たすことにより，地域社会及び国際社会の発展に寄与すること
を目的とする。

基 本 計 画

所　在　地
収容
定員

人年次
人

開設時期及
び開設年次

学位又
は称号

事 項

フ リ ガ ナ

記 入 欄

佐賀県佐賀市本庄町１番地

医学部医学科の
今回の５名の入
学定員の増員
は、令和４年度
のみの臨時定員
増である。
また、医学部医
学科の令和３年
度における収容
定員は６３０名
である。

平成25年４月
第１年次

同上

平成31年４月
第１年次
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（‐） （‐） （‐） （‐）

‐ ‐

（‐） （‐） （‐） （‐） （‐） （‐）

‐ ‐ ‐ ‐

(3)

660

(195) (202)

‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐

（‐） （‐） （‐）

(50) (180) (627) (3)

195 202 50 180 627 3

2 8 26 73 109 0

(2) (8) (26) (73) (109) （0）
医学部附属病院

地域学歴史文化研究センター
1 0 1 0 2 0 0

(1) （0） (1) （0） (2) （0） （0）

肥前セラミック研究センター
1 0 1 0 2 0 0

(1) （0） (1) （0） (2) （0） （0）

（0）

シンクロトロン光応用研究センター
2 1 0 3 6 0 0

(2) (1) （0） (3) (6) （0） （0）

総合情報基盤センター
1 2 0 1 4 0 0

(1) (2) （0） (1) (4) （0） （0）

総合分析実験センター
0 3 0 2 5 0 0

（0） (3) （0） (2) (5) （0） （0）

海洋エネルギー研究センター
4 4 0 3 11 0 0

(4) (4) （0） (3) (11) （0） （0）

保健管理センター
0 1 1 1 3 0 0

（0） (1) (1) (1) (3) （0） （0）

全学教育機構
8 4 0 0 12 0 294

(8) (4) （0） （0） (12) （0） (294)

国際交流推進センター
0 2 1 0 3 0 0

（0） (2) (1) （0） (3) （0） （0）

キャリアセンター
0 1 0 0 1 0 0

（0） (1) （0） （0） (1) （0） （0）

アドミッションセンター
1 0 0 0 1 0 0

(1) （0） （0） （0） (1) （0） （0）

学校教育学研究科
6 10 0 0 16 0 39

(6) (10) （0） （0） (16) （0） (39)

農学部
　生物資源科学科

17 28 4 4 53 0 24

(17) (28) (4) (4) (53) （0） (24)

理工学部
　理工学科

53 53 6 11 123 0 39

(53) (53) (6) (11) (123) （0） (39)

6 1 10 24 0 58

(7) (6) (1) (10) (24) （0） (58)

医学部
　医学科

35

(89)(35) (29)

　経営学科
4 6 0 0 10 1 10

(4) (6) （0） （0） (10) (1) (10)

　看護学科
7

(660)

195

(627)

　経済法学科
5

202

芸術地域デザイン学部
  芸術地域デザイン学科

1 54

(50)(202)(195) (180)

教

員

組

織

の

概

要

（‐）

(660)

3180 66062750

該当なし

合　　　　計

計

(54)

既

設
分

‐

30

(30)

23

経済学部
　経済学科

(4)

29 4 72 140 0 89

3

(7) (6) （0） （0） (13) (2) (3)

11

(33)

4 1 0 10 0 4

(5) (4)

学　部　等　の　名　称
教授

同一設置者内における
変 更 状 況
（定員の移行，名称の
変 更 等 ）

(11) (11) (3) （0） (25) （0）

開設する授業科目の総数

0

(23)

助教

（0）

0 13 2

教育
課程

　―　科目

新設学部等の名称
講義

講師准教授

実験・実習

―　科目

演習

専任教員等

―　科目 ―　　　　単位

兼 任
教 員等助手

人 人 人人

11

(10)

(4) (72) (140) （0）

―　科目

7 6 0

新

設

分

教育学部
　学校教育課程

―

計

計
卒業要件単位数

3 0 25 0 33

0

人 人

67

(67)(1) （0）

0

計

人

（0）(1) （0）
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※大学全体

※大学全体

大学全体

大学全体での共
用分を含む

陸上競技場，野球場，テニスコート，弓道場，プール

共用する他の
学校等の専用

0 ㎡

室

室　　　数

(771)

0 ㎡

0 ㎡

(377)

共　　用

(1887)

国費（運営費
交付金）による

－千円 －千円 －千円 －千円 －千円

150,377 ㎡

4　室

語学学習施設

標本

497

情報処理学習施設

(796)

1116 771

（補助職員　－人）

実験実習室

（　　　0　　　㎡）

830,612 ㎡

310,759 ㎡

計

計

0 ㎡

共用する他の
学校等の専用

(1116)

407,638 ㎡

0 ㎡

－千円

－千円－千円－千円－千円－千円－千円－千円

（　　　　0　　㎡）

　　0　　　㎡

演習室

〔うち外国書〕〔うち外国書〕

区　分 第５年次

(1,480)

(1480) (8,263)

第３年次 第４年次

体育館以外のスポーツ施設の概要

第２年次

体育館

（　　150,377　　㎡）

学術雑誌

91　室

第６年次

－千円

5

58

計

96,879 ㎡

(110)

(1131)

（　　150,377　㎡）

電子ジャーナル

第３年次

〔うち外国書〕

(677,552〔208,317〕)

677,552〔208,317〕

(677,552〔208,317〕)

6,245〔4,655〕

(6,245〔4,655〕)

422,974 ㎡

11　室

校　　　舎

点

382

面積

7,433　㎡

1,480

閲覧座席数 収 納 可 能 冊 数

382

(372)

10,433

(6,245〔4,655〕) (8,263)

(372)

学生納付金以外の維持方法の概要

学生１人当り
納付金 －千円

第１年次 第６年次

2,558　㎡

大学全体

422,974 ㎡

0 ㎡0 ㎡

開設前年度 第１年次

設 備 購 入 費

点 点

11,884〔4,097〕

(11,884〔4,097〕)

867
図書館

(11,884〔4,097〕)
計

677,552〔208,317〕

面積

冊 種

580,853

新設学部等の名称
機械・器具視聴覚資料

－千円

図書

図
書
・
設
備

－千円－千円－千円－千円

教室等

校
　
　
地
　
　
等

校 舎 敷 地

運 動 場 用 地

500　室

0 ㎡

0　　　㎡

0 ㎡407,638 ㎡

830,612 ㎡

0 ㎡310,759 ㎡

合 計

150,377 ㎡

専　　用

137　室

講義室

専　　用

96,879 ㎡

兼　　任

図 書 館 専 門 職 員

職　　　種

大学全体

新設学部等の名称

教
員
以
外
の
職
員
の
概
要

(335)

335

(257)

(58) (52)

(7)

52

(5)

7

796

377　　　人

計

区　　　分

専 任 教 員 研 究 室

専　　任

1887

事 務 職 員
257　　　人 634　　　人

110

そ の 他 の 職 員

技 術 職 員

(634)

12

(12)

1131

共　　用

6,245〔4,655〕

（補助職員　－人）

1,48011,884〔4,097〕 10,433

－千円

第２年次

－千円

第４年次

－千円－千円

－千円 －千円

経 費 の
見 積 り
及 び 維
持 方 法
の 概 要

－

－千円

教員１人当り研究費等

共 同 研 究 費 等

図 書 購 入 費

第５年次

－千円－千円－千円－千円－千円

経費
の見
積り

そ の 他

小 計
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学士（工学）

倍

1.03 平成28480 佐賀県佐賀市本庄
町1番地

年次
人

－
学士（学校教
育）

佐賀県佐賀市本庄
町1番地

学士(地域ﾃﾞ
ｻﾞｲﾝ)

収容
定員

既
設
大
学
等
の
状
況

修業
年限

編入学
定　員

4

学位又
は称号

入学
定員

開設
年度

定　員
超過率

120

学 部 等 の 名 称

佐賀大学

　学校教育課程

4 110 ３年次 5 450 学士（芸術） 1.04 平成28

経済学部 4

　経済学科

人

芸術地域デザイン学部

所　在　地

大 学 の 名 称

年 人

260 － 1040

教育学部

4 110 － 440
学士（経済
学）

1.06 平成25

　芸術地域デザイン学科

佐賀県佐賀市本庄
町1番地

　経営学科 4 80 － 320
学士（経済
学） 1.04 平成25

佐賀県佐賀市本庄
町1番地

1.04

　経済法学科 4 70 － 280
学士（経済
学） 1.03 平成25

佐賀県佐賀市本庄
町1番地

医学部 1

　医学科 6 103 － 630 学士（医学） 1 平成16 佐賀県佐賀市鍋島
5-1-1

　看護学科 4 60 － 240
学士（看護
学） 1

平成
16

佐賀県佐賀市鍋島
5-1-1

4 145 － 580 学士（農学） 1.02 平成31
佐賀県佐賀市本庄
町1番地

4 480
３年次

15
1950 学士（理学） 1.05 平成31

佐賀県佐賀市本庄
町1番地

2 20 － 40
教職修士（専
門職） 1 平成28

佐賀県佐賀市本庄
町1番地

地域デザイン研究科 （修士課程）

　地域デザイン専攻 2 20 － 40
修士（地域デ
ザイン） 1 平成28

佐賀県佐賀市本庄
町1番地

医学系研究科 （博士課程）

　医科学専攻 4 25 － 100 博士（医学） 0.67 平成20 佐賀県佐賀市鍋島
5-1-1

　理工学科

理工学部

　教育実践探究専攻

学校教育学研究科 （専門職学位課程）

　生物資源科学科

農学部

4



令和３年度より
学生募集停止

既
設
大
学
等
の
状
況

先進健康科学研究科 （修士課程）

　先進健康科学専攻 2 52 － 104
修士（医科
学） 1.1 平成31 佐賀県佐賀市鍋島

5-1-1

修士（看護
学）

修士（理学）

修士（工学）

修士（農学）

理工学研究科 （博士前期課程）

　理工学専攻 2 167 － 334 修士（理学） 0.98 平成31
佐賀県佐賀市本庄
町1番地

修士（工学）

博士（工学）

3 20 － 60 博士（理学） 0.45 令和3
佐賀県佐賀市本庄
町1番地

佐賀県佐賀市本庄
町1番地

博士（工学）

博士（理学）

3 － － － 博士（学術） -

農学研究科 （修士課程）

平成22

　生物資源科学専攻 2 32 － 64 修士（農学） 1.02 平成31
佐賀県佐賀市本庄
町1番地

　システム創成科学専攻

工学系研究科 （博士後期課程）

　理工学専攻

理工学研究科 （博士後期課程）
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附属施設の概要

規 模 等 土地　- ㎡　建物　22 ㎡

名 称 国際交流推進センター

名 称 アドミッションセンター

目 的
入学者選抜，入試広報，高大接続等に関する企画，立案等の業務を行
うとともに，学部及び研究科で実施する入学者選抜を専門的立場から
支援し，本学の教育研究の充実発展に寄与することを目的とする。

所 在 地 佐賀県佐賀市本庄町１番地

設 置 年 月 平成19年10月

規 模 等 土地　- ㎡　建物　53 ㎡

名 称 キャリアセンター

目 的
キャリア教育の調査研究及び就職支援に係る業務を行うことにより，
本学の就職支援の充実発展に寄与することを目的とする。

所 在 地 佐賀県佐賀市本庄町１番地

設 置 年 月 平成19年10月

目 的
部局及び地域社会と連携し一体となって，海外の教育研究機関との国
際交流の進展に寄与することを目的とする。

所 在 地 佐賀県佐賀市本庄町１番地

設 置 年 月 平成23年10月

規 模 等 土地　- ㎡　建物　282 ㎡

名 称 学生支援室

目 的 学生支援の推進を目的とする。

所 在 地 佐賀県佐賀市本庄町１番地

設 置 年 月 平成16年4月

規 模 等 土地　- ㎡　建物　96　㎡

名 称 ダイバーシティ推進室

目 的 本法人のダイバーシティの推進を目的とする。

所 在 地 佐賀県佐賀市本庄町１番地

設 置 年 月 平成29年5月

規 模 等 土地　- ㎡　建物　25　　㎡

名 称 リージョナルイノベーションセンター

目 的

本法人の学術を振興し，知的財産の創出及び活用を図ることにより，
産学地域連携を推進するとともに，イノベーションを創出する中核的
拠点として，本学の研究及び社会連携の機能を強化し，地域産業の発
展，地域人材の育成及び地域社会に寄与することを目的とする。

所 在 地 佐賀県佐賀市本庄町１番地

設 置 年 月 平成29年10月

規 模 等 土地　- ㎡　建物　212   ㎡

名 称 教員免許更新講習室

目 的
教育職員がその時々に必要な資質能力を保持し，定期的に最新の知識
技能を身に付け，もって教育職員が自信と誇りを持って教壇に立ち，
社会の尊敬と信頼を得ることを目的とする。

所 在 地 佐賀県佐賀市本庄町１番地

設 置 年 月 平成21年４月

規 模 等 土地　- ㎡　建物　23 ㎡
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附属施設の概要

設 置 年 月 平成25年６月

規 模 等 土地　- ㎡　建物　1,473 ㎡

名 称 保健管理センター

目 的 本学の保健管理に関する専門的業務を行うことを目的とする

所 在 地 佐賀県佐賀市本庄町１番地

設 置 年 月

設 置 年 月

規 模 等 土地　- ㎡　建物　8,945 ㎡

名 称 附属図書館

目 的
教育，研究及び社会貢献等の諸活動を支援するため，必要な図書，雑
誌等の資料はじめ学術情報を収集し，整理，作成，保存して提供する
ことを目的とする。

所 在 地 佐賀県佐賀市本庄町１番地

設 置 年 月 平成元年４月

規 模 等 土地　- ㎡　建物　7,433 ㎡

名 称 美術館

目 的
本学の目的，使命にのっとり，本学の教育，研究，社会貢献等の諸活
動を支援するため，必要な芸術資料等を収集，保存，管理及び調査
し，並びに展示公開することを目的とする。

所 在 地 佐賀県佐賀市本庄町１番地

名 称 全学教育機構

目 的
本学の共通教育，国際教育及び高等教育開発並びに本学の教育におけ
る情報通信技術の活用支援を総合的に行うことにより，「佐賀大学学
士力」に基づく学士課程教育の質保証等に資することを目的する。

所 在 地 佐賀県佐賀市本庄町１番地

所 在 地 佐賀県佐賀市本庄町１番地

規 模 等 土地　- ㎡　建物　634 ㎡

名 称 海洋エネルギー研究センター

目 的

共同利用・共同研究拠点として，海洋エネルギーとその複合利用に関
する研究を行い，かつ，全国の大学の教員その他の研究機関の研究者
で，センターの目的たる研究と同一の分野の研究に従事するものの利
用及び研究に供することを目的とする。

所 在 地
佐賀県佐賀市本庄町１番地，佐賀県伊万里市山代町久原字平尾１番48
号

設 置 年 月 平成14年４月

規 模 等 土地　11,138 ㎡　建物　4,679 ㎡

名 称 総合分析実験センター

目 的

設 置 年 月 平成14年４月

規 模 等 土地　- ㎡　建物　6,453 ㎡

名 称 総合情報基盤センター

目 的
本学の学術情報を支える基幹情報システムを統括するとともに，本学
の共通的情報基盤の整備推進及び電子図書館機能の充実並びに事務情
報化の推進を図ることを目的とする。

所 在 地 佐賀県佐賀市本庄町１番地

設 置 年 月 平成18年２月

規 模 等 土地　- ㎡　建物　1,516 ㎡

昭和45年４月

生物資源開発・機器分析・放射性同位元素利用・環境安全管理に関す
る体制を一元化し，各部門が有機的な連携を保ちつつ，教育・研究を
効率的に推進するための拠点施設として，学際的・複合的な領域研究
にも対応できる教育・研究支援体制の実現を目指すことを目的とす
る。

平成23年４月
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附属施設の概要

所 在 地 佐賀県佐賀市本庄町１番地

設 置 年 月 平成14年４月

規 模 等 土地　- ㎡　建物　252 ㎡

目 的

本学部における幼児の保育又は児童若しくは生徒の教育に関する研究
に協力し，本学部の計画に従い，学生の教育実習の実施に当たるとと
もに，教育の理論的，実証的研究を行うとともに，他の学校との教育
研究の協力及び教育研究の成果の交流を行うことを目的とする。

所 在 地 佐賀県佐賀市城内２丁目17番３号

設 置 年 月 昭和24年５月

規 模 等 土地　17,426 ㎡　建物　5,624 ㎡

名 称 教育学部附属中学校

目 的

本学部における幼児の保育又は児童若しくは生徒の教育に関する研究
に協力し，本学部の計画に従い，学生の教育実習の実施に当たるとと
もに，教育の理論的，実証的研究を行うとともに，他の学校との教育
研究の協力及び教育研究の成果の交流を行うことを目的とする。

所 在 地 佐賀県佐賀市城内１丁目14番４号

設 置 年 月

目 的

名 称 シンクロトロン光応用研究センター

目 的

本学の共同利用研究施設として，シンクロトロン光を応用して行う研
究を推進し，その成果を公表することにより，本学の研究教育活動及
び学術交流の活性化を図るとともに，地域社会における先端科学技術
開発及び産学連携の振興に資することを目的とする。

所 在 地 佐賀県佐賀市本庄町１番地

設 置 年 月 平成13年６月

規 模 等 土地　- ㎡　建物　385 ㎡

名 称 地域学歴史文化研究センター

目 的

地域（佐賀）の歴史文化の固有性と普遍性を探求することにより，本
学の文系基礎学の発展・充実を図り，もって新たな学問体系としての
地域学を創造するとともに，広く地域社会に対し研究成果を提供する
ことを目的とする。

佐賀県佐賀市本庄町１番地

設 置 年 月 平成18年４月

所 在 地

規 模 等 土地　19,915 ㎡　建物　3,677 ㎡

名 称 教育学部附属教育実践総合センター

附属学校（園）等，学内外の関係機関との連携のもとに，教育臨床，
教育実践及び教職支援に関する理論的・実践的研究及び指導を行い，
教育実践の向上に資することを目的とする。

規 模 等 土地　- ㎡　建物　133 ㎡

名 称 教育学部附属幼稚園

目 的

本学部における幼児の保育又は児童若しくは生徒の教育に関する研究
に協力し，本学部の計画に従い，学生の教育実習の実施に当たるとと
もに，教育の理論的，実証的研究を行うとともに，他の学校との教育
研究の協力及び教育研究の成果の交流を行うことを目的とする。

所 在 地 佐賀県佐賀市水ヶ江１丁目４番45号

設 置 年 月 昭和45年４月

規 模 等 土地　3,389㎡　建物　744 ㎡

名 称 教育学部附属小学校

昭和24年５月

規 模 等 土地　22,166 ㎡　建物　6,379 ㎡

名 称 教育学部附属特別支援学校

目 的

本学部における幼児の保育又は児童若しくは生徒の教育に関する研究
に協力し，本学部の計画に従い，学生の教育実習の実施に当たるとと
もに，教育の理論的，実証的研究を行うとともに，他の学校との教育
研究の協力及び教育研究の成果の交流を行うことを目的とする。

所 在 地 佐賀県佐賀市本庄町正里46番２号

設 置 年 月 昭和53年４月
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６　空欄には，「－」又は「該当なし」と記入すること。

（注）

３　私立の大学の学部若しくは大学院の研究科又は短期大学の学科又は高等専門学校の収容定員に係る学則の変更の届出を行おうとする場合

５　「教育課程」の欄の「実験・実習」には，実技も含むこと。

附属施設の概要

　織の概要」の「新設分」の欄に記入せず，斜線を引くこと。

　は，「教育課程」，「教室等」，「専任教員研究室」，「図書・設備」，「図書館」及び「体育館」の欄に記入せず，斜線を引くこと。

名 称

名 称 医学部附属病院

目 的
医学の教育及び研究に係る診療の場として機能するとともに，医療を
通して医学の水準及び地域医療の向上に寄与することを目的とする。

所 在 地 佐賀県佐賀市鍋島五丁目１番１号

設 置 年 月 昭和56年４月

規 模 等

設 置 年 月 平成19年４月

規 模 等 土地　- ㎡　建物　38 ㎡

名 称 農学部附属アグリ創生教育研究センター

目 的

農学部の附属教育研究施設として，学内外の関係機関との連携のもと
に，アグリ創生に関する教育及び研究を行い，農業・医療・環境修復
等の地域社会ニーズに対応した学際的な国際化戦略の向上に資するこ
とを目的とする。

所 在 地 佐賀県佐賀市久保泉町下和泉1841番地，佐賀県唐津市松南町152番１号

設 置 年 月 平成24年10月

規 模 等 土地　180,840 ㎡　建物　4,021㎡

名 称 医学部附属先端医学研究推進支援センター

医学部附属地域医療科学教育研究センター

目 的

本学における教育研究の先導的組織として，地域医療機関，保健行政
機関等との連携を基盤に，地域包括医療の高度化等に関する総合的，
学際的な教育研究を行うとともに，関連する医学・看護学の課題に関
して重点的に研究を発展させることを目的とする。

所 在 地 佐賀県佐賀市鍋島五丁目１番１号

設 置 年 月 平成15年４月

規 模 等 土地　- ㎡　建物　951 ㎡

名 称

目 的

本学部における医学研究活動をより一層推進するため，学際分野を含
む医学研究の先端的・中心的な役割を担い，もって学内外への情報発
信を行うとともに，本学部における教育研究の基盤となる高度な技術
的支援とその研鑽を組織的に行うことにより，関連する医学・看護学
の課題に関して重点的に研究を発展させることを目的とする。

所 在 地 佐賀県佐賀市鍋島五丁目１番１号

土地　9,940 ㎡　建物　205 ㎡

土地　101,740 ㎡　建物　69,526 ㎡

　「図書・設備」，「図書館」，「体育館」及び「経費の見積もり及び維持方法の概要」の欄に記入せず，斜線を引くこと。

４　大学等の廃止の認可の申請又は届出を行おうとする場合は，「教育課程」，「校地等」，「校舎」，「教室等」，「専任教員研究室」，

２　「教員組織の概要」の「既設分」については，共同学科等に係る数を除いたものとすること。

１　共同学科等の認可の申請及び届出の場合，「計画の区分」，「新設学部等の目的」，「新設学部等の概要」，「教育課程」及び「教員組

神集島合宿研修所

目 的
本学学生の集団行動における訓練の場として，学生相互あるいは教職
員との共同生活を通じて，学生の人間形成に資することを目的とす
る。

所 在 地 佐賀県唐津市神集島コウソ辻1430番地

設 置 年 月 昭和48年３月

規 模 等

9
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文

Ｎ

県
庁

文

筑

後

川

至 神埼

至多久ＩＣ

至鳥栖ＩＣ
長崎自動車道

文

文

文

文

文

文

文

文

佐賀病院

０１１ 与 賀 町 １

嘉
瀬
川

０２４ 呉服元町

水 ケ 江００９

００８ 城 内 ２

０１０ 赤 松 町

００７ 城 内 １

与 賀 町 ２０１２

八戸溝０１５

至 長崎

鍋島１

０１４ 鍋島２

００２

市役所

鍋島駅

佐賀駅

伊賀屋駅

至 神埼

至 長崎

００５

　　 久保泉町２

　　 久保泉町１

００６

０１３ 大和町

至 川上・福岡

至 柳川

大野島

為重

００４

大中島

諸 富 町

市 街 位 置 図

本 庄 町 １００１

佐 賀 大 学

作成年度学 校 名

案　内　図

００３ 本 庄 町 ２

本 庄 町 ３０２０

オーハ島
奥武島

久米島町役場

文

文

美崎小

中里小

真泊ターミナル

Ｎ

（沖縄県海洋深層水研究所内）

久米島サテライト

どんどんどんの
森公園

０３３

333

294 48

31

51

224

54

260

30

34

264

207

29

総合運動場

下和泉

千布北

八戸

平松
佐大前

51

佐大医学部
入口 兵庫町堀立西

兵庫町堀立東

鍋島キャンパス

本庄キャンパス

０１８　　 久保泉町３

金立ＳＡ

川久保

正現神社
入口

金立特別支援
学校入口

大和ＩＣ

208

34

263

208

2021

海洋エネルギー研究センター沖縄県島尻郡久米島町真謝５００－１０３３

０３４ 有 田 佐賀県西松浦郡有田町大野乙２４４１－１ 芸術地域デザイン学部

鍋 島 ２

佐賀市八戸溝３丁目１０番地

職員宿舎大 和 町

職員宿舎

０１７

０１４

職員宿舎

０１３

八 戸 溝

佐賀市鍋島３丁目１１番地

佐賀市大和町久池井１０２２－１

０１５

伊万里市山代町久原字平尾１番４８

唐津市松南町１５２番１

０２０ 佐賀市本庄町大字正里４６－２

佐賀市呉服元町７－３

０２３ 山 代 町

本 庄 町 ３

海洋エネルギー研究センター

呉 服 元 町

神 集 島

０２１

０１８

シンクロトロン光応用研究センター分室鳥 栖

０２４

課外活動施設

久保泉町３

鳥栖市弥生が丘８－７０２５

唐津市神集島字コウソ辻

佐賀市久保泉町大字川久保字藤付

附属特別支援学校

アグリ創生教育研究センター

アグリ創生教育研究センター

城 内 ２ 佐賀市城内２丁目１７－３

水 ケ 江

城 内 １

与 賀 町 １

附属小学校

佐賀市赤松町９－２７ 職員宿舎(学長宿舎)

附属幼稚園佐賀市水ケ江１丁目４－４５

佐賀市城内１丁目１４－４

赤 松 町

附属中学校

佐賀市与賀町西精１３４０

本 庄 町 ２

００４ 課外活動施設佐賀市諸冨町為重字石塚分

職員宿舎佐賀市本庄町大字本庄一本杉１０３４－２

００１ 佐賀市本庄町１番地本 庄 町 １

団 地 名団地番号 所 在 地 学 部 等 名

００２ 鍋 島 １

００３

佐賀市鍋島５丁目１番１号

諸 富 町

００９

００８

０１１

００７

久保泉町２ 佐賀市久保泉町大字一本柳

００５ 久保泉町１ 佐賀市久保泉町大字下和泉１８４１

００６

０１０

アグリ創生教育研究センター、短期学生宿舎

アグリ創生教育研究センター、実習田

佐賀市与賀町西精１３４５与 賀 町 ２０１２ 職員宿舎(事務局長宿舎)

伊 万 里 伊万里市大坪町狩立（今岳）乙２４３６－１０２７

唐 津

総合教育研究施設

附属地域医療科学教育研究センター、看護師宿舎、医学部宿舎

総合分析実験センター、附属図書館（医学分館）、課外活動施設

医学部（医学科）、医学部（看護学科）、医学部附属病院（本院）

附属教育実践総合センター、シンクロトロン光応用研究センター

地域学歴史文化研究センター、海洋エネルギー研究センター

法人本部、教育学部、芸術地域デザイン学部、経済学部、理工学部

農学部、全学教育機構、附属図書館、美術館、総合情報基盤センター

国際交流推進センター、リージョナル・イノベーションセンター

総合分析実験センター、保健管理センター

大学事務局庁舎

大学事務局庁舎

０３５ 佐賀県西松浦郡有田町南原甲７０６番地７４ 芸術地域デザイン学部学生宿舎有 田 ２

唐津湾
西唐津

至 福岡

伊
万
里
湾

０２３

０１２

０２４

０２７
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   第１章 総則 

    第１節 趣旨，目的及び方針 

 （趣旨） 

第１条 この学則は，国立大学法人佐賀大学基本規則（平成１６年４月１日制定）第１７

条第２項の規定に基づき，佐賀大学（以下「本学」という。）の学部並びに学科及び課

程の目的，学部の入学定員，修業年限，教育課程，学生の入学，退学，卒業その他学生

の修学上必要な事項を定めるものとする。 

 （目的） 

第２条 本学は，教育基本法（平成１８年法律第１２０号）第７条の規定の趣旨にのっと

り，国際的視野を有し，豊かな教養と深い専門知識を生かして社会で自立できる個人を

育成するとともに，高度の学術的研究を行い，さらに，地域の知的拠点として，地域及

び諸外国との文化，健康，社会，科学技術に関する連携交流を通して学術的，文化的貢

献を果たすことにより，地域社会及び国際社会の発展に寄与することを目的とする。 

 （方針） 

第２条の２ 本学は，本学，学部又は学科若しくは課程ごとに，前条及び次条第３項に規
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定する目的を踏まえて，次に掲げる方針を別に定めるものとする。 

(1) 卒業の認定に関する方針

(2) 教育課程の編成及び実施に関する方針

(3) 入学者の受入れに関する方針

第２節 学部 

 （学部） 

第３条 本学に，次の学部を置く。 

教育学部 

芸術地域デザイン学部 

経済学部 

医学部 

理工学部 

農学部 

２ 前項の学部に置く学科又は課程の入学定員，編入学定員及び収容定員は，次のとおり

とする。 

学  部 学科又は課程 入学定員 
３年次編入

学定員 
収容定員 

教育学部 
学校教育課程 １２０人 ４８０人 

小 計 １２０人 ４８０人 

芸術地域デザ

イン学部

芸術地域デザイン学

科 

（３年次編入学） 

１１０人 

５人 

４４０人 

１０人 

小 計 １１０人 ５人 ４５０人 

経 済 学 部

経済学科 

経営学科 

経済法学科 

１１０人 

８０人 

７０人 

４４０人 

３２０人 

２８０人 

小 計 ２６０人 １，０４０人 

医 学 部 

医学科 

看護学科 

９８人 

６０人 

５８８人 

２４０人 

小 計 １５８人 ８２８人 

理 工 学 部

理工学科 

（３年次編入学） 

４８０人 

１５人 

１，９２０人 

３０人 

小 計 ４８０人 １５人 １，９５０人 

農 学 部 

生物資源科学科 １４５人 ５８０人 

小 計 １４５人 ５８０人 

合 計 １，２７３人 ２０人 ５，３２８人 

３ 前項の学部及び当該学部に置く学科又は課程の目的は，各学部及び各学科又は課程ご

とに別に定める。 

第２章 学部通則 
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    第１節 学年，学期，休業日，修業年限及び在学年限 

 （学年及び学期） 

第４条 学年は，４月１日に始まり翌年３月３１日に終わる。 

２ 学年を分けて，次の２学期とする。 

   前学期  ４月１日から９月３０日まで 

   後学期  １０月１日から翌年の３月３１日まで 

 （休業日） 

第５条 休業日は，次のとおりとする。 

 (1) 日曜日及び土曜日 

 (2) 国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日 

 (3) 開学記念日 １０月１日 

 (4) 春季休業  ４月１日から４月７日まで 

 (5) 夏季休業  ８月１日から９月３０日まで 

 (6) 冬季休業  １２月２５日から翌年の１月７日まで 

２ 前項第４号から第６号までの規定にかかわらず，教育上必要がある場合は，教授会の

議を経て，学長が休業日を変更することができる。 

３ 休業中でも必要に応じて見学又は実験実習等を課すことがある。 

４ 臨時休業については，その都度関係学部の教授会の議を経て，学長が定める。 

 （修業年限） 

第６条 修業年限は，４年とする。ただし，第３５条第２項の規定による場合は，３年以

上４年未満とする。 

２ 前項本文の規定にかかわらず，医学部医学科にあっては，６年とする。 

 （在学年限） 

第７条 在学年限は，８年とする。ただし，転入学，編入学又は再入学により入学した者

は，第１４条第２項の規定により定められた在学すべき年数の２倍に相当する年数を超

えて在学することはできない。 

２ 前項本文の規定にかかわらず，医学部医学科にあっては，１０年とする。ただし，１

年次及び２年次の在学年限は，同一年次において２年を超えることができない。 

    第２節 入学，転入学，編入学及び再入学 

 （入学の時期） 

第８条 入学の時期は，学年の始めとする。 

２ 前項の規定にかかわらず，後学期の始めに学生を入学させることができる。 

 （入学の資格） 

第９条 本学に入学することのできる者は，次の各号のいずれかに該当する者とする。 

 (1) 高等学校又は中等教育学校を卒業した者 

 (2) 通常の課程による１２年の学校教育を修了した者（通常の課程以外の課程によりこ

れに相当する学校教育を修了した者を含む。） 

 (3) 外国において学校教育における１２年の課程を修了した者又はこれに準ずる者で文

部科学大臣の指定したもの 

 (4) 専修学校の高等課程（修業年限が３年以上であることその他の文部科学大臣が定め
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る基準を満たすものに限る。）で文部科学大臣が別に指定するものを文部科学大臣が定

める日以後に修了した者 

 (5) 文部科学大臣が高等学校の課程と同等の課程を有するものとして認定した在外教育

施設の当該課程を修了した者 

 (6) 文部科学大臣の指定した者 

 (7) 高等学校卒業程度認定試験規則（平成１７年文部科学省令第１号）による高等学校

卒業程度認定試験に合格した者（同規則附則第２条の規定による廃止前の大学入学資

格検定規程（昭和２６年文部省令第１３号）による大学入学資格検定に合格した者を

含む。） 

 (8) 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第９０条第２項の規定により大学に入学し

た者であって，本学において，大学における教育を受けるにふさわしい学力があると

認めたもの 

 (9) 本学において，個別の入学資格審査により，高等学校を卒業した者と同等以上の学

力があると認めた者で，１８歳に達したもの 

 （入学志願） 

第１０条 本学に入学を志願する者は，所定の期日までに，入学願書その他必要な書類に

所定の検定料を添えて提出しなければならない。 

 （合格者の決定） 

第１１条 前条の入学を志願した者については，別に定めるところにより行う選考の結果

に基づき，教授会の議を経て，学長が合格者を決定する。 

 （入学手続） 

第１２条 前条の規定に基づき合格の通知を受けた者は，所定の期日までに，誓約書その

他所定の書類を提出するとともに，所定の入学料を納付しなければならない。ただし，

入学料の免除の許可を受けようとする者は，入学料免除願の提出をもって入学料の納付

に代えることができる。 

 （入学許可） 

第１３条 学長は，前条の入学手続を完了した者（入学料の免除又は徴収猶予を申請し，

受理された者を含む。）に，入学を許可する。 

 （転入学，編入学及び再入学） 

第１４条 次の各号のいずれかに該当する者があるときは，教授会の議を経て，学期の始

めに，学長が，相当年次に入学を許可することがある。 

 (1) 他の大学（外国の大学を含む。）に在学中の者で転入学を志願するもの 

 (2) 短期大学，高等専門学校，国立工業教員養成所又は国立養護教諭養成所を卒業した

者で編入学を志願するもの 

 (3) 学校教育法施行規則（昭和２２年文部省令第１１号）附則第７条に定める従前の規

定による高等学校，専門学校又は教員養成諸学校等の課程を修了し，又は卒業した者

で編入学を志願するもの 

 (4) 外国において，学校教育における１４年の課程を修了した者で編入学を志願するも

の 

 (5) 学校教育法第１３２条の規定による専修学校の専門課程を修了した者で編入学を志
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願するもの 

(6) 学校教育法第５８条の２の規定による高等学校（中等教育学校の後期課程を含む。）

の専攻科の課程（修業年限が２年以上であることその他の文部科学大臣の定める基準

を満たすものに限る。）を修了した者（学校教育法第９０条第１項に規定する者に限

る。）で編入学を志願するもの 

 (7) 学士の学位を有する者又は大学を退学した者で再入学を志願するもの 

 (8) 本学を除籍された者で同一学部に再入学を志願するもの 

２ 転入学，編入学又は再入学を許可された者の在学すべき年数，履修科目及び修得単位

数は，教授会の議を経て，学部長が認定する。 

 （転入学等の規定の準用） 

第１５条 転入学，編入学及び再入学の場合には，第１０条から第１３条までの規定を準

用する。 

    第３節 教育課程及び履修方法 

 （教育課程の編成） 

第１６条 本学の教育課程は，次の教育科目をもって編成する。 

 教養教育科目 

 専門教育科目 

２ 教養教育科目は，大学入門科目，共通基礎科目，基本教養科目，インターフェース科

目及び共通教職科目に区分する。 

３ 共通基礎科目は，外国語科目及び情報リテラシー科目に区分する。 

４ 専門教育科目の区分は，各学部の定めるところによる。 

５ 前項に定めるもののほか，専門教育科目として学部間共通教育科目の区分を設ける。 

６ 学部間共通教育科目の区分は，佐賀大学全学教育機構の定めるところによる。 

 （主専攻） 

第１７条 各学部は，第３条第３項に規定する学科又は課程の目的を達成するため，必要

な授業科目を開設し，教育課程（以下「主専攻」という。）を編成する。 

２ 学生は，前項に規定する主専攻を修了するため，教養教育科目及び専門教育科目を履

修しなければならない。 

３ 教養教育科目の授業科目，単位数及び履修方法は，佐賀大学教養教育科目履修規程（平

成２５年２月２７日全部改正）及び各学部規則の定めるところによる。 

４ 専門教育科目の授業科目，単位数，授業時間数及び履修方法は，各学部規則及び佐賀

大学学部間共通教育科目履修規程（平成２５年２月２７日制定）の定めるところによる。 

５ 前２項の規定による履修科目として登録できる単位数の上限等については，各学部の

定めるところによる。 

６ 学生は，所定の主専攻以外の授業科目を履修することができる。 

 （副専攻） 

第１７条の２ 本学は，前条に規定する主専攻のほか，学士課程教育の多様性を確保する

とともに，学生の多様な能力，適性及び学習意欲に応えるための教育課程（以下「副専

攻」という。）を編成することができる。 

２ 副専攻に関し必要な事項は，別に定める。 
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 （全学共通の教育プログラム） 

第１７条の３ 本学は，前２条に規定する主専攻及び副専攻のほか，特定の分野に係る全

学共通の教育プログラムによる教育課程を編成することができる。 

２ 全学共通の教育プログラムによる教育課程に関し必要な事項は，別に定める。 

 （授業の方法） 

第１８条 授業は，講義，演習，実験，実習若しくは実技のいずれかにより又はこれらの

併用により行うものとする。 

２ 前項の授業は，文部科学大臣が別に定めるところにより，多様なメディアを高度に利

用して，当該授業を行う教室等以外の場所で履修させることができる。 

３ 第１項の授業は，外国において履修させることができる。前項の規定により，多様な

メディアを高度に利用して，当該授業を行う教室等以外の場所で履修させる場合につい

ても，同様とする。 

 （成績評価基準等の明示等） 

第１８条の２ 本学は，学生に対して，授業の方法及び内容並びに１年間の授業の計画を

あらかじめ明示するものとする。 

２ 本学は，学修の成果に係る評価及び卒業の認定に当たっては，客観性及び厳格性を確

保するため，学生に対してその基準をあらかじめ明示するとともに，当該基準にしたが

って適切に行うものとする。 

 （単位の基準） 

第１９条 １単位の授業科目は４５時間の学修を必要とする内容をもって構成することを

標準とし，授業の方法に応じ，当該授業による教育効果，授業時間外に必要な学修等を

考慮して，次の基準により単位数を計算するものとする。 

 (1) 講義及び演習については，１５時間から３０時間までの範囲の授業をもって１単位

とする。 

 (2) 実験，実習及び実技については，３０時間から４５時間までの範囲の授業をもって

１単位とする。ただし，芸術等の分野における個人指導による実技の授業については，

大学が定める時間の授業をもって１単位とすることができる。 

 (3) 一の授業科目について講義，演習，実験，実習又は実技のうち二以上の方法の併用

により行う場合については，その組合せに応じ，前２号に規定する基準を考慮して大

学が定める時間の授業をもって１単位とする。 

２ 前項の規定にかかわらず，卒業論文，卒業研究，卒業制作等の授業科目については，

これらの学修の成果を評価して単位を授与することが適切と認められる場合には，これ

らに必要な学修等を考慮して，単位数を定めることができる。 

 （１年間の授業期間） 

第２０条 １年間の授業を行う期間は，定期試験等の期間を含め，３５週にわたることを

原則とする。 

 （授業期間） 

第２１条 各授業科目の授業は，１５週にわたる期間を単位として行うものとする。ただ

し，教育上特別の必要があると認められる場合は，これらの期間より短い特定の期間に

おいて授業を行うことができる。 
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２ 卒業論文，卒業研究，卒業制作及び経済学部の演習の授業科目については，これらに

必要な学修等を考慮して，授業期間を定めることができる。 

    第４節 単位の授与等 

 （成績の判定） 

第２２条 学生が一の授業科目を履修した場合には，成績判定の上，合格した者に対して

所定の単位を与える。 

２ 成績は，秀・優・良・可・不可の評語をもって表わし，秀・優・良・可を合格とし，

不可は不合格とする。 

３ 前項の規定にかかわらず，成績の判定に当たり，前項に規定する評語により難い授業

科目においては，合又は不可の評語をもって表わすことができるものとし，合を合格と

し，不可は不合格とする。 

 （他の大学又は短期大学における授業科目の履修等） 

第２３条 教育上有益と認めるときは，第３３条第１項による他の大学又は短期大学（外

国の大学又は短期大学を含む。）との協議を経て，学生が当該他の大学又は短期大学に

おいて履修した授業科目について修得した単位（授業時間数を定めた授業科目について

は，これに相当する時間数（以下次条，第２５条及び３５条において同じ。））を，教

授会の議を経て，６０単位を超えない範囲で，本学における授業科目の履修により修得

したものとみなすことができる。 

２ 前項の規定は，学生が，外国の大学又は短期大学が行う通信教育における授業科目を

我が国において履修する場合及び外国の大学又は短期大学の教育課程を有するものと

して当該外国の学校教育制度において位置付けられた教育施設であって，文部科学大臣

が別に指定するものの当該教育課程における授業科目を我が国において履修する場合

について準用する。 

 （大学以外の教育施設等における学修） 

第２４条 教育上有益と認めるときは，学生が行う短期大学又は高等専門学校の専攻科に

おける学修その他文部科学大臣が別に定める学修を，教授会の議を経て，本学における

授業科目の履修とみなし，単位を与えることができる。 

２ 前項により与えることができる単位数は，前条により本学において修得したものとみ

なす単位数と合わせて６０単位を超えないものとする。 

 （入学前の既修得単位等の認定） 

第２５条 教育上有益と認めるときは，学生が本学に入学する前に大学又は短期大学（外

国の大学又は短期大学を含む。）において履修した授業科目について修得した単位（科

目等履修生（大学設置基準（昭和３１年文部省令第２８号）第３１条第１項に規定する

科目等履修生をいう。以下同じ。）及び特別の課程履修生（同条第２項に規定する特別

の課程履修生をいう。以下同じ。）により履修した単位を含む。）を，教授会の議を経

て，本学に入学した後の本学における授業科目の履修により修得したものとみなすこと

ができる。 

２ 教育上有益と認めるときは，学生が本学に入学する前に行った前条第１項に規定する

学修を，教授会の議を経て，本学における授業科目の履修とみなし，単位を与えること

ができる。 
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３ 前２項により修得したものとみなし，又は与えることのできる単位数は，転入学，編

入学等の場合を除き，本学において修得した単位以外のものについては，第２３条及び

前条第１項により本学において修得したとみなす単位数と合わせて６０単位を超えな

いものとする。 

 （入学前に一定の単位を修得した者の修業年限の通算） 

第２６条 本学の学生以外の者が本学の科目等履修生又は特別の課程履修生として一定の

単位（学校教育法第９０条の規定により入学資格を有した後，修得したものに限る。）

を修得した後に本学に入学する場合において，当該単位の修得により本学の教育課程の

一部を履修したと認められるときは，修得した単位数その他の事項を勘案して教授会の

議を経て学長が定める期間を修業年限に通算することができる。ただし，その期間は，

本学の修業年限の２分の１を超えてはならない。 

 （長期にわたる教育課程の履修） 

第２７条 学生が，職業を有している等の事情により，修業年限を超えて一定の期間にわ

たり計画的に教育課程を履修し，卒業することを希望する旨を申し出たときは，各学部

の定めるところによりその計画的な履修を認めることができる。 

    第５節 休学，復学，退学，転学，転学部，転学科，転課程，派遣，留学及び除

籍 

 （休学） 

第２８条 病気その他の事由によって継続して３月以上授業に出席できない者は，学長の

許可を得て休学することができる。ただし，疾病の場合は，医師の診断書を添えなけれ

ばならない。 

２ 休学期間は，１年以内とする。ただし，特別の理由がある場合は，１年を限度として，

その期間を延長することができる。 

３ 休学期間は，通算して２年を超えることができない。ただし，医学部医学科にあって

は，３年を超えることができない。 

４ 休学期間は，在学期間に算入しない。 

 （復学） 

第２９条 休学期間が満了するとき，又は休学期間中にその事由が消滅したときは，学長

に復学を願い出て，許可を受けなければならない。 

 （退学） 

第３０条 自己の都合により退学する者は，学長に願い出て，許可を受けなければならな

い。 

 （転学） 

第３１条 他の大学への入学又は転学を志願する者は，学長に願い出て，許可を受けなけ

ればならない。 

 （転学部及び転学科） 

第３２条 転学部又は転学科を志願する者があるときは，関係する学部の教授会の議を経

て，学長が学期の始めに限り許可することがある。 

２ 転学部を許可された者の在学すべき年数，履修科目及び修得単位数は，転入する学部

の教授会の議を経て，学部長が認定する。 
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３ 転学科を許可された者の在学すべき年数，履修科目及び修得単位数は，教授会の議を

経て，学部長が認定する。 

 （派遣及び留学） 

第３３条 教育上有益と認めるときは，他の大学又は短期大学（外国の大学又は短期大学

を含む。）との協議を経て，当該他の大学又は短期大学の授業科目を履修させるため学

生を派遣し，又は留学させることができる。 

２ 前項の派遣及び留学については，教授会の議を経て行うものとする。 

３ 派遣及び留学の期間は，在学期間に算入する。 

４ 派遣及び留学に関し必要な事項は，別に定める。 

 （除籍） 

第３４条 次の各号のいずれかに該当する者は，教授会の議を経て，学長が除籍する。 

 (1) 第７条に定める期間在学して卒業できない者 

 (2) 病気その他で修業の見込みがない者 

 (3) 入学料の免除若しくは徴収猶予を不許可とされた者又は一部の免除を許可された者

であって，その納付すべき入学料を納付しないもの 

 (4) 授業料の納付を怠り，督促を受けてもなお納付しない者 

    第６節 卒業及び教員の免許状授与の所要資格の取得 

 （卒業の認定） 

第３５条 第６条第１項本文又は第２項に規定された期間以上在学し，第１７条に規定さ

れた所定の単位を修得又は授業時間を履修した者には，教授会の議を経て，学長が卒業

を認定し，学位記を授与する。 

２ 本学（医学部医学科は除く。）に３年以上在学し，第１７条に規定された所定の単位

を優秀な成績で修得したと認められる者が，第６条第１項ただし書に定める修業年限で

卒業を希望した場合には，別に定めるところにより，教授会の議を経て，学長が卒業を

認定し，学位記を授与することができる。 

３ 前２項の規定により卒業の要件として修得すべき１２４単位のうち，第１８条第２項

の授業の方法により修得する単位数は６０単位を超えないものとする。ただし，卒業の

要件として修得すべき単位数が１２４単位を超える場合において，当該単位数のうち，

第１８条第１項の授業の方法により６４単位以上を修得しているときは，同条第２項の

授業の方法により取得する単位数は，６０単位を超えることができるものとする。 

 （学位の授与） 

第３６条 卒業者には，学士の学位を授与するものとする。 

２ 学位には，専攻分野の名称を付記するものとする。 

３ 前項の専攻分野の名称は，別に定める。 

 （教員の免許状） 

第３７条 教員の免許状授与の所要資格を取得しようとする者は，教育職員免許法（昭和

２４年法律第１４７号）及び教育職員免許法施行規則（昭和２９年文部省令第２６号）

に定める所要の単位を修得しなければならない。 

２ 本学の学科又は課程において，当該所要資格を取得できる教員の免許状の種類は，別

表に掲げるとおりとする。 
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    第７節 賞罰 

 （表彰） 

第３８条 学生として表彰に価する行為があった者は，学長が表彰することがある。 

２ 学生の表彰に関し必要な事項は，別に定める。 

 （懲戒） 

第３９条 本学の学則に違反し，又は学生としての本分に反する行為をした者は，教授会

の議を経て，学長が懲戒する。 

２ 前項の懲戒の種類は，次のとおりとする。 

 (1) 退学 

 (2) 停学 

 (3) 訓告 

３ 停学期間（３月未満のものを除く。）は，第７条に規定する在学年限に含め，第６条

に規定する修業年限に含めないものとする。 

４ 懲戒に関し必要な事項は，別に定める。 

    第８節 学生証 

 （学生証の交付） 

第４０条 入学を許可された者には，学生証を交付する。 

    第９節 厚生施設 

第４１条 本学に，寄宿舎その他の厚生施設を置く。 

２ 厚生施設に関し必要な事項は，別に定める。 

    第１０節 科目等履修生，特別聴講学生及び研究生 

 （科目等履修生） 

第４２条 本学の学生以外の者で一又は複数の授業科目を履修することを志願する者があ

るときは，正規課程の学生の学修に支障のない範囲で，選考の上，学長が学期の始めに

科目等履修生として入学を許可することがある。 

２ 科目等履修生に関し必要な事項は，別に定める。 

 （特別聴講学生） 

第４３条 他の大学又は短期大学（外国の大学又は短期大学を含む。）の学生で特定の授

業科目を履修することを志願する者があるときは，当該他の大学又は短期大学との協議

を経て，学長が特別聴講学生として入学を許可することがある。 

２ 特別聴講学生に関し必要な事項は，別に定める。 

 （研究生） 

第４４条 本学教員の指導を受けて，特定の専門的課題を研究することを志願する者があ

るときは，正規課程の学生の学修に支障のない範囲で，選考の上，学長が，原則として

学期の始めに，研究生として入学を許可することがある。 

２ 研究生に関し必要な事項は，別に定める。 

    第１１節 外国人留学生 

第４５条 外国人で，大学において教育を受ける目的をもって入国し，本学に入学を志願

する者があるときは，選考の上，学長が外国人留学生として入学を許可することがある。 

２ 外国人留学生に関し必要な事項は，別に定める。 
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    第１２節 検定料，入学料，授業料及び寄宿料 

 （検定料，入学料，授業料及び寄宿料） 

第４６条 検定料，入学料，授業料及び寄宿料の額は，別に定める。 

２ 第２７条の規定に基づき，当該修業年限を超えて一定の期間にわたり計画的に教育課

程を履修して卒業することを認められた者（以下「長期履修学生」という。）から徴収

する授業料の年額は，長期履修学生として，修業年限を超えて一定の期間にわたり計画

的に教育課程を履修することを認められた期間（以下「長期在学期間」という。）に限

り，前項の規定にかかわらず，同項に規定する授業料の年額に当該修業年限に相当する

年数を乗じて得た額を長期在学期間の年数で除した額（その額に１０円未満の端数があ

るときは，これを切り上げるものとする。）とする。 

 （検定料の徴収） 

第４６条の２ 検定料は，入学，転入学，編入学又は再入学の出願を受理するときに徴収

するものとする。 

（検定料の免除） 

第４６条の３ 災害による経済的理由によって，検定料の納入が困難であると認められた

者に対しては，願い出により，検定料の全部を免除することがある。 

２ 検定料の免除に関し必要な事項は，別に定める。 

 （入学料の徴収） 

第４６条の４ 入学料は，入学を許可するときに徴収するものとする。 

 （入学料の免除等） 

第４７条 学部に入学する者のうち，大学等における修学の支援に関する法律（令和元年

法律第８号。以下「修学支援法」という。）で認められるもの及び学長が特に必要と認

めたものに対しては，願い出により審査の上，入学料の全部若しくは一部を免除し，又

は徴収猶予することがある。 

２ 入学料の免除及び徴収猶予に関し必要な事項は，別に定める。 

第４８条 削除 

 （授業料の徴収） 

第４９条 授業料の徴収は，各年度に係る授業料について，次の表の区分により徴収する

ものとする。この場合において，それぞれの期において徴収する額は，年額の２分の１

に相当する額とする。 

 区 分 徴収の時期 

前 期 （ ４月～９月） ４月１日から５月３１日まで 

後 期 （１０月～３月） １０月１日から１１月３０日まで 

２ 前項の規定にかかわらず，学生の申出があったときは，前期に係る授業料を徴収する

ときに，当該年度の後期に係る授業料を併せて徴収するものとする。 

３ 前２項の規定にかかわらず，科目等履修生，特別聴講学生及び研究生については，所

定の期日までに授業料を徴収するものとする。 

（入学の時期が学年の中途である場合における授業料の額及び徴収方法） 

第４９条の２ 特別の事情により，入学の時期が学年の中途である場合に前期又は後期に

おいて徴収する授業料の額は，授業料の年額の１２分の１に相当する額（その額に１０

11



円未満の端数があるときは，これを切り上げるものとする。）に入学した日の属する月

から次の徴収時期前までの月数を乗じて得た額とし，入学の日の属する月に徴収するも

のとする。 

 （転入学，編入学及び再入学における授業料） 

第５０条 転入学，編入学又は再入学の場合は，その者の属する年次の在学者に係る額と

同額の授業料を納付しなければならない。 

第５１条及び第５２条 削除 

 （休学期間の授業料等） 

第５３条 休学を許可されたときは，授業料の年額の１２分の１に相当する額（その額に

１０円未満の端数があるときは，これを切り上げるものとする。）に休学当月の翌月か

ら復学当月の前月までの月数を乗じた額を免除する。 

２ 学期の中途で，復学，転学，編入学又は再入学(以下「復学等」という。）を許可され

たときは，授業料の年額の１２分の１に相当する額（その額に１０円未満の端数がある

ときは，これを切り上げるものとする。）に復学等の日の属する月から次の徴収の時期

前までの月数を乗じて得た額を復学等の当月末日までに納付しなければならない。 

 （学年の中途で卒業する場合における授業料） 

第５３条の２ 特別の事情により，学年の中途で卒業する者から徴収する授業料の額は，

授業料の年額の１２分の１に相当する額（その額に１０円未満の端数があるときは，こ

れを切り上げるものとする。）に在学する月数を乗じて得た額とし，前期の徴収の時期

（在学期間の末日が前期の徴収の時期の末日前である場合は，当該在学期間の末日ま

で）に徴収するものとする。ただし，卒業する月が後期の徴収の時期以後であるときは，

後期の在学期間に係る授業料は，後期の徴収の時期（在学期間の末日が後期の徴収の時

期の末日前である場合は，当該在学期間の末日まで）に徴収するものとする。 

 （除籍及び退学の場合の授業料） 

第５４条 除籍又は退学の場合は，その者が在籍していた学期までの授業料を納付しなけ

ればならない。ただし，次の各号のいずれかに該当する場合は，当該各号に掲げる未納

の授業料を免除することができる。 

 (1) 授業料の未納を理由として除籍した場合  未納の授業料の全額 

 (2) 授業料の徴収猶予又は分納を許可された者が，その願い出により退学を許可された

場合  退学の翌月以降納付すべき授業料の全額 

 (3) 死亡又は行方不明のため除籍した場合  未納の授業料の全額 

 （長期履修学生に係る授業料及び徴収方法の特例） 

第５４条の２ 長期履修学生が，学年の中途で卒業する場合に徴収する授業料の額は，第

４６条第２項の規定により定められた授業料の年額の１２分の１に相当する額（その額

に１０円未満の端数があるときは，これを切り上げるものとする。）に在学する月数を

乗じて得た額とし，前期の徴収の時期（在学期間の末日が前期の徴収の時期の末日前で

ある場合は，当該在学期間の末日まで）に徴収するものとする。ただし，卒業する月が

後期の徴収の時期以後であるときは，後期の在学期間に係る授業料は，後期の徴収の時

期（在学期間の末日が後期の徴収の時期の末日前である場合は，当該在学期間の末日ま

で）に徴収することができるものとする。 
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２ 長期履修学生が，長期在学期間を短縮することを認められた場合には，当該短縮後の

期間に応じて，第４６条第２項の規定により算出した授業料の年額に当該者が在学した

期間の年数（その期間に１年に満たない端数があるときは，これを切り上げるものとす

る。以下同じ。）を乗じて得た額から当該者が在学した期間（学年の中途にあっては，

当該学年の終了までの期間とする。以下同じ。）に納付すべき授業料の総額を控除した

額を，長期在学期間の短縮を認めるときに徴収するものとする。ただし，当該短縮後の

期間が修業年限に相当する期間の場合には，第４６条第１項に規定する授業料の年額に

当該者が在学した期間の年数を乗じて得た額から当該者が在学した期間に納付すべき

授業料の総額を控除した額を徴収するものとする。 

 （授業料の免除等） 

第５５条 修学支援法で認められる者及び学長が特に必要と認めた者に対しては，願い出

により審査の上，授業料の全部若しくは一部を免除し，又は徴収を猶予し，若しくは月

割分納を許可することがある。 

２ 授業料の免除，徴収猶予及び月割分納に関し必要な事項は，別に定める。 

 （寄宿料） 

第５６条 寄宿料は，毎月所定の期日までに納付しなければならない。 

２ 第３４条第３号及び第４号に該当する場合において，寄宿料が未納であるときは，未

納の寄宿料の全部を免除することがある。 

 （既納の検定料，入学料，授業料及び寄宿料） 

第５７条 既納の検定料，入学料，授業料及び寄宿料は，返還しない。 

２ 前項の規定にかかわらず，入学者選抜において，出願書類等による選抜（以下「第１

段階目の選抜」という。）を行い，その合格者に限り学力検査その他による選抜（以下

「第２段階目の選抜」という。）を行ったときに，第１段階目の選抜で不合格になった

者及び個別学力検査等出願受付後に大学入学共通テスト受験科目の不足等による出願

無資格者であることが判明した者に対しては，所定の期日までに当該者から申出があっ

た場合に限り，既納の検定料のうち，別に定める第２段階目の選抜に係る額に相当する

額を返還する。 

３ 第１項の規定にかかわらず，第４９条第２項の規定により授業料を納付した者が，後

期分授業料の徴収時期前に休学又は退学した場合には，納付した者の申出により後期分

の授業料に相当する額を返還する。 

    第１３節 公開講座 

第５８条 本学に，地域社会の教育文化の向上に資するため，公開講座を開設することが

できる。 

２ 公開講座に関し必要な事項は，別に定める。 

   第３章 改正 

第５９条 この学則の改正は，教育研究評議会において構成員の３分の２以上の賛成がな

ければならない。 

 

   附 則 

１ この学則は，平成１６年４月１日から施行する。 
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２ 国立大学法人の成立の際現に国立学校設置法の一部を改正する法律（平成１５年法律

第２９号）附則第２項の規定により平成１５年９月３０日に在学する者が在学しなくな

る日までの間存続するものとされた佐賀大学及び佐賀医科大学に在学する者（次項にお

いて「在学者」という。）に係る卒業するために必要であった教育課程の履修は，本学

において行うものとし，本学は，そのため必要な教育を行うものとする。この場合にお

ける教育課程の履修その他当該学生の教育に関し，必要な事項は，平成１６年３月３１

日において現に適用されていた教育課程の履修その他当該学生の教育に関する規程等

に定めるところによる。 

３ この学則施行後，第１４条の規定に基づき，在学者の属する年次に転入学，編入学又

は再入学する者に係る教育課程の履修その他当該学生の教育に関し，必要な事項は，理

工学部機械システム工学科に転入学，編入学又は再入学する者を除き，前項の規定を準

用する。 

   附 則（平成１６年７月２０日改正） 

 この学則は，平成１６年７月２０日から施行する。 

   附 則（平成１７年５月２０日改正） 

 この学則は，平成１７年５月２０日から施行し，平成１７年４月１日から適用する。 

   附 則（平成１７年９月２７日改正） 

 この学則は，平成１７年９月２７日から施行する。 

   附 則（平成１７年１２月１６日改正） 

 この学則は，平成１７年１２月１６日から施行する。 

   附 則（平成１８年２月１６日改正） 

１ この学則は，平成１８年４月１日から施行する。 

２ 平成１８年度から平成２０年度までの農学部の収容定員は，改正後の第３条第２項の

規定にかかわらず，次の表のとおりとする。 

学 部 学  科 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 

農学部 

応用生物科学科 

生物環境科学科 

生命機能科学科 

（３年次編入学） 

４５人 

６０人 

４０人 

９０人 

１２０人 

８０人 

１３５人 

１８０人 

１２０人 

１０人 

３ 平成１８年３月３１日に農学部に置かれている学科は，改正後の規定にかかわらず，

平成１８年３月３１日において現に当該学科に在学する者（以下この項において「在学

者」という。）及び平成１８年４月１日以降において在学者の属する年次に転入学，編

入学又は再入学する者が在学しなくなる日までの間，存続するものとする。 

４ 平成１８年３月３１日において現に農学部に在学する者（以下この項において「在学

者」という。）及び平成１８年４月１日以降において在学者の属する年次に転入学，編

入学又は再入学する者については，なお従前の例による。 

   附 則（平成１８年１２月４日改正） 

 この学則は，平成１８年１２月４日から施行する。 

   附 則（平成１９年２月１６日改正） 
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 この学則は，平成１９年４月１日から施行する。 

   附 則（平成１９年４月２０日改正） 

１ この学則は，平成１９年４月２０日から施行し，平成１９年４月１日から適用する。 

２ 平成１９年３月３１日において現に在学する者（以下「在学者」という。）及び在学者

の属する年次に転入学，編入学又は再入学する者についての，改正後の第２２条第２項

の規定の適用に関しては，なお従前の例による。 

   附 則（平成１９年１２月２１日改正） 

 この学則は，平成２０年４月１日から施行する。 

   附 則（平成２０年１２月１９日改正） 

１ この学則は，平成２１年４月１日から施行する。 

２ 平成２１年３月３１日において現に在学する者（以下「在学者」という。）及び在学者

の属する年次に転入学，編入学又は再入学する者については，なお従前の例による。 

   附 則（平成２１年３月１９日改正） 

１ この学則は，平成２１年４月１日から施行する。 

２ 改正後の第３条第２項の規定にかかわらず，平成２１年度から令和４年度までの医学

部医学科，医学部及び全学部の入学定員は，次の表のとおりとする。 

入学定員 平成２１年度 平成２２年度～平成２４年度 平成２５年度～平成２７年度 

医学部医学科 １００人 １０６人 １０６人 

医学部 １６０人 １６６人 １６６人 

全学部 １，３１０人 １，３１６人 １，３０１人 

 

入学定員 平成２８年度～平成３０年度 令和元年度 令和２年度～令和４年度 

医学部医学科 １０６人 １０６人 １０３人 

医学部 １６６人 １６６人 １６３人 

全学部 １，２９１人 １，２８１人 １，２７８人 

３ 改正後の第３条第２項の規定にかかわらず，平成２１年度から令和８年度までの医学

部医学科，医学部及び全学部の収容定員は，次の表のとおりとする。 

収容定員 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 

医学部医学科 ５７５人 ５８６人 ５９７人 ６０８人 ６１９人 

医学部 ８３５人 ８４６人 ８５７人 ８６８人 ８７９人 

全学部 ５，５３５人 ５，５４６人 ５，５５７人 ５，５６８人 ４，７３９人 

 

収容定員 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 

医学部医学科 ６３０人 ６３６人 ６３６人 ６３６人 ６３６人 

医学部 ８９０人 ８８６人 ８７６人 ８７６人 ８７６人 

全学部 ５，０１０人 ５，２６６人 ４，７４６人 ４，９７６人 ５，２１１人 

  

収容定員 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

医学部医学科 ６３６人 ６３３人 ６３０人 ６２７人 ６１９人 
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医学部 ８７６人 ８７３人 ８７０人 ８６７人 ８５９人 

全学部 ３，４７１人 ４，０９３人 ４，７３０人 ５，３６７人 ５，３５９人 

 

収容定員 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 

医学部医学科 ６１１人 ６０３人 ５９８人 ５９３人 

医学部 ８５１人 ８４３人 ８３８人 ８３３人 

全学部 ５，３５１人 ５，３４３人 ５，３３８人 ５，３３３人 

附 則（平成２２年３月２５日改正） 

 この学則は，平成２２年４月１日から施行する。 

附 則（平成２２年１０月２７日改正） 

 この学則は，平成２３年４月１日から施行する。 

   附 則（平成２２年１１月２４日改正） 

 この学則は，平成２２年１１月２４日から施行する。 

   附 則（平成２４年３月２８日改正） 

１ この学則は，平成２４年４月１日から施行する。 

２ 平成２４年３月３１日において現に在学する者（以下「在学者」という。）及び在学

者の属する年次に転入学，編入学又は再入学する者については，なお従前の例による。 

   附 則（平成２４年１１月１４日改正）  

１ この学則は，平成２５年４月１日から施行する。  

２ 平成２５年３月３１日において現に在学する者（以下「在学者」という。）及び在学

者の属する年次に転入学，編入学又は再入学する者については，なお従前の例による。 

   附 則（平成２５年２月２７日改正） 

１ この学則は，平成２５年４月１日から施行する。 

２ 改正後の第３条第２項の規定にかかわらず，平成２５年度から平成２７年度までの経

済学部各学科，経済学部及び全学部の収容定員は，次の表のとおりとする。 

収容定員 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 

 

経済学部 

経済学科 

経営学科 

経済法学科 

１１０人 

８０人 

７０人 

２２０人 

１６０人 

１４０人 

３３０人 

２４０人 

２１０人 

経済学部 ２６０人 ５２０人 ７８０人 

全学部 ４，７０８人 ４，９６８人 ５，２２８人 

３ 改正後の第３条第２項及び別表の規定にかかわらず，平成２５年３月３１日において

現に経済学部に在学する者（以下この項において「在学者」という。）及び在学者の属

する年次に転入学又は再入学する者については，なお従前の例による。 

４ 改正後の第７条第２項ただし書の規定にかかわらず，平成２５年３月３１日において

現に医学部医学科の１年次又は２年次に在学する者の在学年限については，なお従前の

例による。 

   附 則（平成２７年２月２７日改正） 

１ この学則は，平成２７年４月１日から施行する。 
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２ 改正後の第３条第２項の規定にかかわらず，平成２７年度から令和９年度までの医学

部看護学科，医学部及び全学部の収容定員は，次の表のとおりとする。 

収容定員 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 

医学部看護学科 ２５０人 ２４０人 ２４０人 

医学部 ８８６人 ８７６人 ８７６人 

全学部 ５，２６６人 ４，７４６人 ４，９７６人 

 

収容定員 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 

医学部看護学科 ２４０人 ２４０人 ２４０人 

医学部 ８７６人 ８７６人 ８７３人 

全学部 ５，２１１人 ３，４７１人 ４，０９３人 

 

 

収容定員 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

医学部看護学科 ２４０人 ２４０人 ２４０人 

医学部 ８７０人 ８６７人 ８５９人 

全学部 ４，７３０人 ５，３６７人 ５，３５９人 

 

収容定員 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

医学部看護学科 ２４０人 ２４０人 ２４０人 

医学部 ８５１人 ８４３人 ８３８人 

全学部 ５，３５１人 ５，３４３人 ５，３３８人 

 

収容定員 令和９年度 

医学部看護学科 ２４０人 

医学部 ８３３人 

全学部 ５，３３３人 

附 則（平成２７年３月２６日改正） 

 この学則は，平成２７年４月１日から施行する。 

附 則（平成２７年１２月２５日改正） 

この学則は，平成２８年４月１日から施行する。 

   附 則（平成２８年２月２４日改正） 

１ この学則は，平成２８年４月１日から施行する。 

２ 平成２８年度から令和９年度までの教育学部学校教育課程，教育学部，芸術地域デザ

イン学部芸術地域デザイン学科，芸術地域デザイン学部及び全学部の収容定員は，改正

後の第３条第２項の規定にかかわらず，次の表のとおりとする。 

収容定員 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 

教育学部 学校教育課程 １２０人 ２４０人 ３６０人 

芸術地域デザ 芸術地域デザイン １１０人 ２２０人 ３３０人 
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イン学部 学科 

（３年次編入学）   ５人 

計 １１０人 ２２０人 ３３５人 

全学部 ４，７４６人 ４，９７６人 ５，２１１人 

 

収容定員 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

教育学部 学校教育課程 ４８０人 ４８０人 ４８０人 

芸術地域デザ

イン学部 

芸術地域デザイン

学科 
４４０人 ４４０人 ４４０人 

（３年次編入学） １０人 １０人 １０人 

計 ４５０人 ４５０人 ４５０人 

全学部 ３，４７１人 ４，０９３人 ４，７３０人 

 

収容定員 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

教育学部 学校教育課程 ４８０人 ４８０人 ４８０人 

芸術地域デザ

イン学部 

芸術地域デザイン

学科 
４４０人 ４４０人 ４４０人 

（３年次編入学） １０人 １０人 １０人 

計 ４５０人 ４５０人 ４５０人 

全学部 ５，３６７人 ５，３５９人 ５，３５１人 

 

収容定員 令和７年度 令和８年度 令和９年度 

教育学部 学校教育課程 ４８０人 ４８０人 ４８０人 

芸術地域デザ

イン学部 

芸術地域デザイン

学科 
４４０人 ４４０人 ４４０人 

（３年次編入学） １０人 １０人 １０人 

計 ４５０人 ４５０人 ４５０人 

全学部 ５，３４３人 ５，３３８人 ５，３３３人 

３ 文化教育学部は，改正後の規定にかかわらず，平成２８年３月３１日において現に文

化教育学部に在学する者（以下この項において「在学者」という。）及び平成２８年４

月１日以降において在学者の属する年次に転入学，編入学又は再入学する者が在学しな

くなる日までの間，存続するものとする。 

４ 平成２８年３月３１日において現に在学する者（以下この項において「在学者」とい

う。）及び在学者の属する年次に転入学，編入学又は再入学する者については，なお従

前の例による。 

附 則（平成２９年９月２７日改正） 

この学則は，平成２９年９月２７日から施行する。 

   附 則（平成３０年３月２８日改正） 

 この学則は，平成３０年４月１日から施行する。 
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   附 則（平成３１年２月２７日改正） 

１ この学則は，平成３１年４月１日から施行する。 

２ 令和元年度から令和９年度までの理工学部理工学科，理工学部，農学部生物資源科学

科，農学部及び全学部の収容定員は，改正後の第３条第２項の規定にかかわらず，次の

表のとおりとする。 

収容定員 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

理工学部 理工学科 ４８０人 ９６０人 １，４４０人 

（３年次編入学）   １５人 

計 ４８０人 ９６０人 １，４５５人 

農学部 生物資源科学科 １４５人 ２９０人 ４３５人 

全学部 ３，４７１人 ４，０９３人 ４，７３０人 

 

収容定員 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

理工学部 理工学科 １，９２０人 １，９２０人 １，９２０人 

（３年次編入学） ３０人 ３０人 ３０人 

計 １，９５０人 １，９５０人 １，９５０人 

農学部 生物資源科学科 ５８０人 ５８０人 ５８０人 

全学部 ５，３６７人 ５，３５９人 ５，３５１人 

 

収容定員 令和７年度 令和８年度 令和９年度 

理工学部 理工学科 １，９２０人 １，９２０人 １，９２０人 

（３年次編入学） ３０人 ３０人 ３０人 

計 １，９５０人 １，９５０人 １，９５０人 

農学部 生物資源科学科 ５８０人 ５８０人 ５８０人 

全学部 ５，３４３人 ５，３３８人 ５，３３３人 

３ 改正後の第３条第２項及び別表の規定にかかわらず，平成３１年３月３１日において

現に理工学部及び農学部に在学する者（以下「在学者」という。）及び在学者の属する

年次に転入学，編入学又は再入学する者については，なお従前の例による。 

   附 則（平成３１年４月２４日改正） 

 この学則は，令和元年５月１日から施行する。 

   附 則（令和２年１月２２日改正） 

 この学則は，令和２年４月１日から施行する。 

   附 則（令和２年２月２６日改正） 

 この学則は，令和２年２月２６日から施行し，令和元年８月１３日から適用する。 

   附 則（令和２年３月２５日改正） 

 この学則は，令和２年４月１日から施行する。 

   附 則（令和２年９月２３日改正） 

１ この学則は，令和２年９月２３日から施行する。 

２ 佐賀大学学部入学者選抜試験に係る検定料に対する佐賀大学学則の特例措置に関する
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学則（平成２４年９月２６日制定）は廃止する。 

   附 則（令和３年１月１２日改正） 

 この学則は，令和３年１月１２日から施行し，令和２年４月１日から適用する。 

   附 則（令和  年  月  日改正） 

 この学則は，令和４年４月１日から施行する。 
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別表(第３７条関係) 

学   部 学科又は課程 教員免許状の種類 免許教科の種類 

教育学部 学校教育課程 

小学校教諭１種免許状  

中学校教諭１種免許状 国語，社会，数学，理

科，音楽，保健体育，

技術，家庭，英語 

高等学校教諭１種免許状 

国語，地理歴史，公民，

数学，理科，音楽，書

道，保健体育，家庭，

英語 

特別支援学校教諭１種免

許状（知的障害者）（肢体

不自由者）（病弱者） 

 

幼稚園教諭１種免許状  

芸術地域デザ

イン学部 

芸術地域デザイン

学科 

中学校教諭１種免許状 美術 

高等学校教諭１種免許状 美術，工芸 

経済学部 経営学科 高等学校教諭１種免許状 商業 

理工学部 理工学科 
中学校教諭１種免許状 数学，理科 

高等学校教諭１種免許状 数学，理科，情報，工業 

農学部 生物資源科学科 
中学校教諭１種免許状 理科 

高等学校教諭１種免許状 理科，農業 
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変更事項を記載した書類（学則） 

 

 

佐賀大学医学部医学科の入学定員については、平成 21年度入試から「緊急医師確保対策」

による平成 29年度までを期限とした 2名の臨時定員増及び「経済財政改革の基本方針 2008」

による 3名の恒久定員増を実施した。次に、平成 22年度入試から「経済財政改革の基本方

針 2009」による平成 31 年度までを期限とした 6 名の臨時定員増を実施した。続いて，平

成 29 年度を期限とする「緊急医師確保対策」による 2 名の臨時定員について，平成 31 年

度を期限とする臨時定員増を再度実施した。その後、平成 31年度を期限とするこれらの臨

時定員の終了に伴い，令和 2年度入試から「経済財政運営と改革の基本方針 2018」による

令和 3年度を期限とした 5名の臨時定員増を実施した。 

 令和 4年度入試は、「地域の医師確保等の観点からの令和４年度医学部入学定員の増加に

ついて」を受けて、令和 4 年度を期限とした 5 名の臨時定員増を実施し，入学定員を 103

名に変更する。 

 これにあわせて、収容定員についても、令和 4 年度までの期限を付した臨時の入学定員

増を踏まえ、再度の定員増を行わなかった場合の 622 名から 627名（令和 4 年度）に変更

する。 
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佐賀大学学則改正案・現行対照表 

改   正   案 現       行 

 

 （学部） 

第３条 （略） 

２ 前項の学部に置く学科又は課程の入学定員，編入学定員及び収

容定員は，次のとおりとする。 

学部 
学科又は 

課程 
入学定員 

３年次 

編入学定員 
収容定員 

（略） （略） （略） （略） （略） 

医学部 医学科 

看護学科 

９８人 

６０人 
 

５８８人 

２４０人 

小 計 １５８人  ８２８人 

（略） （略） （略） （略） （略） 

合   計 １，２７３人 ２０人 ５，３２８人 

３ （略） 

 

 

   附 則（平成２１年３月１９日改正） 

１ この学則は，平成２１年４月１日から施行する。 

２ 改正後の第３条第２項の規定にかかわらず，平成２１年度から

令和４年度までの医学部医学科，医学部及び全学部の入学定員は，

次の表のとおりとする。 

 

 （学部） 

第３条 （略） 

２ 前項の学部に置く学科又は課程の入学定員，編入学定員及び収

容定員は，次のとおりとする。 

学部 
学科又は 

課程 
入学定員 

３年次 

編入学定員 
収容定員 

（略） （略） （略） （略） （略） 

医学部 医学科 

看護学科 

９８人 

６０人 
 

５８８人 

２４０人 

小 計 １５８人  ８２８人 

（略） （略） （略） （略） （略） 

合   計 １，２７３人 ２０人 ５，３２８人 

３ （略） 

 

 

   附 則（平成２１年３月１９日改正） 

１ この学則は，平成２１年４月１日から施行する。 

２ 改正後の第３条第２項の規定にかかわらず，平成２１年度から

令和３年度までの医学部医学科，医学部及び全学部の入学定員は，

次の表のとおりとする。 
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入学定員 （略） 
令和２年度～ 

令和４年度 

医学部医学科 （略） １０３人 

医学部 （略） １６３人 

全学部 （略） １，２７８人 

３ 改正後の第３条第２項の規定にかかわらず，平成２１年度から

令和９年度までの医学部医学科，医学部及び全学部の収容定員は，

次の表のとおりとする。 

収容定員 （略） 令和４年度 令和５年度 

医学部医学科 （略） ６２７人 ６１９人 

医学部 （略） ８６７人 ８５９人 

全学部 （略） ５，３６７人 ５，３５９人 

 

収容定員 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

医学部医学科 ６１１人 ６０３人 ５９８人 

医学部 ８５１人 ８４３人 ８３８人 

全学部 ５，３５１人 ５，３４３人 ５，３３８人 

 

収容定員 令和９年度 

医学部医学科 ５９３人 

医学部 ８３３人 

全学部 ５，３３３人 

 

入学定員 （略） 
令和２年度・ 

令和３年度 

医学部医学科 （略） １０３人 

医学部 （略） １６３人 

全学部 （略） １，２７８人 

３ 改正後の第３条第２項の規定にかかわらず，平成２１年度から

令和８年度までの医学部医学科，医学部及び全学部の収容定員は，

次の表のとおりとする。 

収容定員 （略） 令和４年度 令和５年度 

医学部医学科 （略） ６２２人 ６１４人 

医学部 （略） ８６２人 ８５４人 

全学部 （略） ５，３６２人 ５，３５４人 

 

収容定員 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

医学部医学科 ６０６人 ５９８人 ５９３人 

医学部 ８４６人 ８３８人 ８３３人 

全学部 ５，３４６人 ５，３３８人 ５，３３３人 

 

収容定員 （新設） 

医学部医学科 （新設） 

医学部 （新設） 

全学部 （新設） 
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   附 則（平成２７年２月２７日改正） 

１ この学則は，平成２７年４月１日から施行する。 

２ 改正後の第３条第２項の規定にかかわらず，平成２７年度から

令和９年度までの医学部看護学科，医学部及び全学部の収容定員

は，次の表のとおりとする。 

収容定員 （略） 令和４年度 令和５年度 

医学部看護学科 （略） ２４０人 ２４０人 

医学部 （略） ８６７人 ８５９人 

全学部 （略） ５，３６７人 ５，３５９人 

 

収容定員 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

医学部看護学科 ２４０人 ２４０人 ２４０人 

医学部 ８５１人 ８４３人 ８３８人 

全学部 ５，３５１人 ５，３４３人 ５，３３８人 

 

収容定員 令和９年度 

医学部看護学科 ２４０人 

医学部 ８３３人 

全学部 ５，３３３人 

 

 

 

 

   附 則（平成２７年２月２７日改正） 

１ この学則は，平成２７年４月１日から施行する。 

２ 改正後の第３条第２項の規定にかかわらず，平成２７年度から

令和８年度までの医学部看護学科，医学部及び全学部の収容定員

は，次の表のとおりとする。 

収容定員 （略） 令和４年度 令和５年度 

医学部看護学科 （略） ２４０人 ２４０人 

医学部 （略） ８６２人 ８５４人 

全学部 （略） ５，３６２人 ５，３５４人 

 

収容定員 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

医学部看護学科 ２４０人 ２４０人 ２４０人 

医学部 ８４６人 ８３８人 ８３３人 

全学部 ５，３４６人 ５，３３８人 ５，３３３人 

 

収容定員 （新設） 

医学部看護学科 （新設） 

医学部 （新設） 

全学部 （新設） 
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   附 則（平成２８年２月２４日改正） 

１ この学則は，平成２８年４月１日から施行する。 

２ 平成２８年度から令和９年度までの教育学部学校教育課程，教

育学部，芸術地域デザイン学部芸術地域デザイン学科，芸術地域

デザイン学部及び全学部の収容定員は，改正後の第３条第２項の

規定にかかわらず，次の表のとおりとする。 

収容定員 （略） 令和４年度 令和５年度 

（略） （略） （略） （略） 

全学部 （略） ５，３６７人 ５，３５９人 

 

収容定員 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

（略） （略） （略） （略） 

全学部 ５，３５１人 ５，３４３人 ５，３３８人 

 

収容定員 令和９年度 

（略） （略） 

全学部 ５，３３３人 

３～４ （略） 

 

 

 

 

 

   附 則（平成２８年２月２４日改正） 

１ この学則は，平成２８年４月１日から施行する。 

２ 平成２８年度から令和８年度までの教育学部学校教育課程，教

育学部，芸術地域デザイン学部芸術地域デザイン学科，芸術地域

デザイン学部及び全学部の収容定員は，改正後の第３条第２項の

規定にかかわらず，次の表のとおりとする。 

収容定員 （略） 令和４年度 令和５年度 

（略） （略） （略） （略） 

全学部 （略） ５，３６２人 ５，３５４人 

 

収容定員 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

（略） （略） （略） （略） 

全学部 ５，３４６人 ５，３３８人 ５，３３３人 

 

収容定員 （新設） 

（略） （新設） 

全学部 （新設） 

３～４ （略） 
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   附 則（平成３１年２月２７日改正） 

１ この学則は，平成３１年４月１日から施行する。 

２ 令和元年度から令和９年度までの理工学部理工学科，理工学部，

農学部生物資源科学科，農学部及び全学部の収容定員は，改正後

の第３条第２項の規定にかかわらず，次の表のとおりとする。 

収容定員 （略） 令和４年度 令和５年度 

（略） （略） （略） （略） 

全学部 （略） ５，３６７人 ５，３５９人 

 

収容定員 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

（略） （略） （略） （略） 

全学部 ５，３５１人 ５，３４３人 ５，３３８人 

 

収容定員 令和９年度 

（略） （略） 

全学部 ５，３３３人 

３ （略） 

 

 

   附 則（令和  年  月  日改正） 

 この学則は，令和４年４月１日から施行する。 

 

 

   附 則（平成３１年２月２７日改正） 

１ この学則は，平成３１年４月１日から施行する。 

２ 令和元年度から令和８年度までの理工学部理工学科，理工学部，

農学部生物資源科学科，農学部及び全学部の収容定員は，改正後

の第３条第２項の規定にかかわらず，次の表のとおりとする。 

収容定員 （略） 令和４年度 令和５年度 

（略） （略） （略） （略） 

全学部 （略） ５，３６２人 ５，３５４人 

 

収容定員 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

（略） （略） （略） （略） 

全学部 ５，３４６人 ５，３３８人 ５，３３３人 

 

収容定員 （新設） 

（略） （新設） 

全学部 （新設） 

３ （略） 
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学則変更（収容定員の変更）の趣旨 

 

１ 収容定員変更の内容 

佐賀大学医学部医学科の入学定員については、平成 21年度入試から「緊急医師確保対策」

による平成 29 年度までを期限とした 2 名の臨時定員増及び「経済財政改革の基本方針 2008」

による 3 名の恒久定員増を実施した。次に、平成 22 年度入試から「経済財政改革の基本方

針 2009」による平成 31 年度までを期限とした 6 名の臨時定員増を実施した。続いて，平

成 29 年度を期限とする「緊急医師確保対策」による 2 名の臨時定員について，平成 31 年

度を期限とする臨時定員増を再度実施した。その後、平成 31 年度を期限とするこれらの臨

時定員の終了に伴い，令和 2 年度入試から「経済財政運営と改革の基本方針 2018」による

令和 3 年度を期限とした 5 名の臨時定員増を実施した。 

 令和 4 年度入試は、「地域の医師確保等の観点からの令和４年度医学部入学定員の増加に

ついて」を受けて、令和 4 年度を期限とした 5 名の臨時定員増を実施し，入学定員を 103

名に変更する。 

 これにあわせて、収容定員についても、令和 4 年度までの期限を付した臨時の入学定員

増を踏まえ、再度の定員増を行わなかった場合の 622 名から 627 名（令和 4 年度）に変更

する。 

 

 

２ 収容定員変更の必要性 

佐賀県においては、診療科別医師数の全体の増加に対して、外科系、産科・産婦人科の減

少傾向が継続しているほか、地域的に医師が偏在している状況が続いている（資料 1）。長

崎県においても、本土部と離島の医師数の格差が生じており（資料 2）、佐賀県と同様の状

況にある。 

このような状況を踏まえ、本学では平成 17 年度入試から推薦入学の地域枠（8 名）を、

さらに平成 20 年度入試から「佐賀県推薦入学特別入試（2 名）」を導入した。「佐賀県推薦

入学特別入試」では、卒業後は県内の基幹型臨床研修病院において 2 年間の臨床研修を行

い、その後 6 年間は県が指定する県内の医療機関において、医療活動に従事することを確

約させていた。そのうち佐賀県が貸与する修学資金（佐賀県医師修学資金）を利用した者は、

一定期間県内の公的病院等の小児科、産科、救急科又は麻酔科で勤務した場合には返還を免

除する等の制度を設けていた。 

さらに、平成 21 年度入試では「緊急医師確保対策」に基づき佐賀県から入学定員増の要

請があったことを受けて、佐賀県及び本学の関係者で構成する「佐賀県における緊急医師確

保対策協議会」を設置して協議を行い、増員した 2 名の入学定員を「佐賀県推薦入学特別入

試」枠に充てて学生を受け入れていた。平成 22 年度入試では「新成長戦略」に基づき、佐

賀県及び長崎県からの要請を受け、入学定員を 6 名増員し「推薦入試」で、平成 25 年度入
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試からは増員した 6 名の入学定員を新設した「推薦入試Ⅱ（佐賀県枠（5 名）、長崎県枠（1

名））」に充て、学生を受け入れていた。推薦入試Ⅱの佐賀県枠は「佐賀県医師修学資金」貸

与を入学後手上げ方式で行い、卒業後は佐賀県内の基幹型臨床研修病院において初期臨床

研修（2 年）を行うことを確約させ、長崎県枠は、入学後に長崎県の修学資金（長崎県医学

修学資金）の貸与を受け、卒業後は長崎県が指定する県内の医療機関において、医療活動に

従事することを確約させていた。 

しかし、「推薦入試Ⅱ 佐賀県枠（5 名）」の佐賀県医師修学資金の貸与状況が芳しくない

旨の指摘があり、本学では「推薦入試Ⅱ 佐賀県枠（5 名）」と「佐賀県推薦入学特別入試

（2 名）」を統合し、新たに佐賀県医師修学資金の貸与を義務付ける「佐賀県推薦入学特別

入試」を実施するよう入試改革に取り組んだ。その結果、令和 2 年度入試からは、「推薦入

試Ⅱ 佐賀県枠」の 5 名を廃止し、「佐賀県推薦入学特別入試」を４名に増員した。また、

「佐賀県推薦入学特別入試」の入学者には、①「佐賀県医師修学資金」の貸与を 6 年間受け

ること、②キャリア形成プログラムに同意すること、③キャリア形成プログラムに基づき、

高度急性期機能の需要増加に対処するための医師（内科、小児科、外科、産婦人科、脳神経

外科、麻酔科及び救急科）、総合的な診療能力を有する医師（総合内科及び総合診療科）等

として、佐賀県が指定する佐賀県内の医療機関で診療に従事することを新たに義務として

課した。 

令和 3 年度時点では、平成 25 年度入学の入学者が後期研修１年目の段階であり、佐賀県

及び長崎県内への医師の定着、地域間・診療科間で偏在する医師の確保並びに医師不足改善

への効果等の検証が十分ではなく、地域的また診療科ごとの医師の偏在は解消されていな

い状況である。よってこの制度による医師確保の取り組みは今後も必要であると考え、佐賀

県及び長崎県とも協議し、両県の地域医療対策協議会の議論を踏まえつつ、引き続きこの制

度を実施することで合意している。 
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（資料 1）医師偏在指標の積算数値 

（資料 2）医療圏域別の医師数 

医療圏域ごとの人口 10万人比の医師数（無職等を除く）をみると、医師数が最も多い地域 

は「長崎圏域」の 426.4人で、前回調査〔411.6人〕に比べ、14.8人、3.6ポイント増加して 

いる。また、最も少ない地域は「上五島圏域」の 157.1人で、前回調査〔140.9人〕に比べ、 

3



16.2人、11.5ポイント増加している。 

本土部と離島部の医療圏域の人口 10万人比の医師数（無職等を除く）をみると、「本土部」は 

332.0 人で、前回調査〔320.3 人〕に比べ、11.7 人、3.7 ポイント増加し、「離島部」は 187.5 人で、 

前回調査〔170.9人〕に比べ、16.6人、9.7ポイント増加している。医師数と本土部と離島の格差を 

みると、1.77倍であり、前回調査の 1.87倍からは減少している。 

３ 収容定員変更に伴う教育課程等の変更内容 

（１） 現行の取組

現行カリキュラム（令和 2 年度から一部改正）において、次のような地域医療に関

する教育をすでに行っているため、大幅なカリキュラム改定の必要はないが、教育

内容についてはさらに工夫・充実させることとする。

地域医療に関する学部教育のカリキュラムの概要 

学

年 
科 目 等 名 授  業  場  所 教  育  内  容 

1 

医療入門Ⅰ 

佐賀大学医学部 

佐賀大学医学部附属病院 

国立病院機構東佐賀病院 

ひなた村自然塾（保育所） 

地域医療機能推進機構佐賀中部病院 

医療入門の一環として実施し、医の倫理

についての基本的考え方を身につけさ

せるとともに、患者付添い実習を実施

し、地域医療の現場を見学させ、学習の

動機付けとする。 

医療入門Ⅱ 
佐賀大学医学部 

佐賀大学医学部附属病院 

１年次から２年次まで継続したカリキュラ

ムで実施し、早期臨床現場体験、医療体

験実習などで、地域医療に密着した急性

期医療現場で、さまざまな職種の業務が

どのように行われているかを体験し理解

させる。 

3～

4 

地域医療 

救急・麻酔 
佐賀大学医学部 

「地域医療」「救急・麻酔」の中で、介護と

在宅医療や地域医療連携について学

ぶ。 

4 
社会医学・医療社会

法制 

佐賀大学医学部 

佐賀市環境センター 

佐賀市廃棄物最終処分場 

「社会医学」の中で、プライマリヘルスケ

ア、地域保健医療計画、衛生行政、保健

所活動等の地域保健について学ぶ。 

5～ 

6 
救急車同乗実習 佐賀広域消防局佐賀消防署 

救命救急センター実習の一環として、佐

賀消防署が行っている救急業務の実態

を見学し、救急現場での初期対応を学
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び、佐賀市における救急患者受入れ状

況を通し地域医療の現状を学ぶ。 

臨床実習（小児科） 

佐賀大学医学部附属病院 

国立病院機構佐賀病院 

佐賀県医療センター好生館 

国立病院機構嬉野医療センター 

各診療科実習において、本学附属病院

での実習の他に、地域の基幹病院等に

おいても実習を行い、地域医療の現場を

学ばせる。 

臨床実習（一般・消

化器外科） 

佐賀大学医学部附属病院 

佐賀県医療センター好生館 

臨床実習（精神科） 
佐賀大学医学部附属病院 

国立病院機構肥前精神医療センター 

臨床実習（産科婦人

科） 

佐賀大学医学部附属病院 

国立病院機構佐賀病院 

佐賀県医療センター好生館 

高木病院 

臨床実習（麻酔科） 
佐賀大学医学部附属病院 

国立病院機構嬉野医療センター 

5 

～ 

6 

関連教育病院実習 佐賀県医療センター好生館 

地域の中核病院で遂行されている第一

線の医療を体験し、地域医療の特徴や

住民のニーズを知るとともに、大学病院

との医療連携について学ぶ。 

地域医療実習 

地域密着型医療機関・クリニック 

 池田内科・消化器科、 三瀬診療所、七

山診療所、SAGAなんでも相談クリニッ

ク、 百武整形外科・スポーツクリニック、

さかえまち整形外科、矢ケ部医院、町立

太良病院、ぶどうの木クリニック 

 

地域中核病院 

 国立病院機構佐賀病院、 

 佐賀市立富士大和温泉病院、 

 ひらまつ病院、唐津市民病院きたはた、

織田病院、国立病院機構嬉野医療センタ

ー、伊万里有田共立病院、今村病院 

一般外来診療だけではなく、訪問診療や

訪問看護も含め、地域の医院、診療所

等で実際に行われている第一線の医療

を体験し、地域医療の特徴や地域医療

に対する住民のニーズを知るとともに、

大学病院等における専門診療との連携

のあり方について学ぶ。 
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基礎系・臨床系選択

科目「在宅医療・在

宅ケア実習」 

ひらまつ病院 

ひらまつ在宅療養支援診療所 

地域医療の中核であるひらまつ病院に

おいて、訪問診療に同行し、在宅医療を

体験し、訪問診療の実際を学ぶ。 

基礎系・臨床系選択

科目「地域包括ケア

実習」 

織田病院 

ゆうあいウィレッジ 

ケアコートゆうあい 

訪問看護ステーションゆうあい 

地域の急性期病院の救急・入院から在

宅医療に至る医療の流れを体験し、ケア

マネージャーのケアプランのもと、訪問

看護、訪問介護、通所系サービス、ショ

ートステイ等の介護保険サービスが地域

包括ケアシステムの完成に向け、地域で

どのように実践されているかを学ぶ。 

基礎系・臨床系選択

科目「地域家庭医療

実習」 

唐津市民病院きたはた 

唐津市民病院きたはた訪問看護 

特別養護老人ホームちぐさの 

北波多総合保健センター 

地域の病院においては外来、特別養護

老人ホーム等においては訪問診療、訪

問看護、ケアマネージャー研修やヘルパ

ー研修などの地域連携研修を体験し、

地域における家庭医療の実際を学ぶ。 

1～

6 

地域枠入学生特別

プログラム「佐賀県

内基幹病院・中核病

院実習」 

佐賀大学医学部附属病院、佐賀県医療

センター好生館、国立病院機構佐賀病

院、国立病院機構嬉野医療センター、唐

津赤十字病院 外 

将来、佐賀県の医療を担う医師の育成

のために、医学科１年次に県内の地域

医療の現状、地域医療に対する住民の

ニーズを知り、大学病院等における専門

診療との連携のあり方について学ぶ。 

 

地域枠入学生 

特別プログラム 

「地域医療セミナー」 

佐賀大学医学部附属病院地域医療支援

センター、 

佐賀大学医学部附属病院 外 

将来、佐賀県の医療を担う医師の育成

のために、国内及び佐賀県内における

地域医療の現状や住民のニーズ、地域

医療に関する諸問題についての知識を

獲得し、医師に必要とされるヘルスプロ

モーションなどの社会的貢献について学

ぶ。 

地域枠入学生 

特別プログラム 

「夏期地域医療実

習」 

唐津市馬渡島診療所、 

小川島診療所、 

加唐島診療所、 

佐賀市三瀬診療所、 

唐津赤十字病院 外 

佐賀県内の山間や離島における地域医

療、および佐賀県の様々な医療体制を

学び、かつ将来佐賀県で医療に従事す

る学生同士や地域で働く医療者、一般

住民との交流により、地域医療へのモチ

ベーション強化を図る。 
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（２） 今後行う取組 

佐賀県では、地域枠入学生特別プログラムとして、通常のカリキュラムに加えて「佐賀県

内基幹病院・中核病院実習」、「地域医療セミナー」、「夏期地域医療実習」を設け、将来、佐

賀県の医療を担う医師の育成のために、医学部教育の早期から県内医療者との交流を図る

とともに、佐賀県での地域医療の実際や抱える諸問題等について学ぶことで、地域医療に従

事する医師の役割及び責任についての認識を深めることができるようにしてきた。 

さらに、医師を志す佐賀県内の高校生を対象にした高大接続事業として「医療人

へのとびら」を実施し、医師の仕事の実務や医学部での学びについて知ってもらい、

佐賀県内からの志願者、入学者の確保の取り組みを行っている。 

令和 3 年 4 月には、佐賀県内の医師・学生への総合的・継続的な教育・就業支援

を行い、県内の医師の定着につなげることを目的として、佐賀県の委託事業として

県内唯一の医育大学である本学に「佐賀県医師育成・定着支援センター」を設置し

た。学生・地域枠臨床研修医との個別面談や、セミナー（高校訪問型説明会、会場

型説明会）の開催等を通して、佐賀県に根ざし活躍する医師の育成を目指している。 

長崎県では、地域枠入学生を対象に、離島医療への意欲向上や認識を深めるため、 

毎夏 2 泊 3 日行程で離島地区にて小グループでの討論・発表を行う「夏季研修（サマーワ

ークショップ）」や県養成医師の講演や意見交換を行う「冬季研修（ウィンターミーティン

グ）」を実施している。研修以外でも、3～5 年生を対象に、県養成医師が勤務する病院企業

団の病院等を見学するための旅費の助成を行い、学生が将来勤務する病院を見学しやすく

する取組や離島・へき地等の病院に勤務する医師、看護師、医療技術者が一堂に会し、種々

の医療上の問題点を調査研究した成果等を発表する場である「長崎県地域医療研究会」に学

生を参加させることで地域医療への理解を深めるような取組を行っている。 
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国公私立

国立

１．現在（令和３年度）の入学定員（編入学定員）及び収容定員
入学定員 2年次編入学定員 3年次編入学定員 収容定員

103 0 0 630

（収容定員計算用）
H28 H29 H30 R1 R2 R3 計
106 106 106 106 103 103 630

0 0 0 0 0 0 0
（ウ）3年次編入学定員 0 0 0 0 0 0 0

106 106 106 106 103 103 630

２．本増員計画による入学定員増を行わない場合の令和４年度の入学定員（編入学定員）及び収容定員

入学定員 2年次編入学定員 3年次編入学定員 収容定員
98 0 0 588

（収容定員計算用）
R4 R5 R6 R7 R8 R9 計

98 98 98 98 98 98 588
0 0 0 0 0 0 0

（ウ）3年次編入学定員 0 0 0 0 0 0 0
98 98 98 98 98 98 588

３．令和４年度の増員計画
入学定員 2年次編入学定員 3年次編入学定員 収容定員

103 0 0 593

（収容定員計算用）
R4 R5 R6 R7 R8 R9 計
103 98 98 98 98 98 593

0 0 0 0 0 0 0
（ウ）3年次編入学定員 0 0 0 0 0 0 0

103 98 98 98 98 98 593

5

（内訳）

5

0

0

5計

（ア）入学定員

（臨時的な措置で減員
した場合、その人数）

増員希望人数

(2) 研究医養成のための入学定員／編入学定員増（研
究医枠）

(3) 歯学部入学定員の削減を行う大学の特例に伴う入
学定員／編入学定員増（歯学部振替枠）

(1) 地域の医師確保のための入学定員／編入学定員増
（地域枠）

（イ）2年次編入学定員

計

大学名

佐賀大学

（臨時的な措置で減員
した場合、その人数）

（ア）入学定員
（イ）2年次編入学定員

計

計

（ア）入学定員
（イ）2年次編入学定員
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１．地域の医師確保のための入学定員増について
増員希望人数 5

都道府県名 増員希望人数
佐賀県 4
長崎県 1

5
※「大学所在地以外の都道府県」が5都道府県未満の場合は、残りの欄は空欄でご提出ください。

都道府県名
R2地域枠定員

（※1）
R2貸与者数

（※2）
R3地域枠定員

（※1）
R3貸与者数

（※2）

R2とR3の貸与
者数のうち多い

方の数

佐賀県 4 4 4 4 4
長崎県 1 1 1 1 1

0
0
0
0

計 5 5 5 5 5
（※1）臨時定員分のみご記入ください。
（※2）恒久定員の中で地域枠を実施している場合、恒久定員分の地域枠の人数も含めた修学資金の貸与実績をご記入ください。
※6都道府県未満の場合は、残りの欄は空欄でご提出ください。

１．大学が講ずる措置
１－１．地域枠学生の選抜
①令和２年度に実施した地域枠学生(令和３年入学)の選抜について、下記をご記入ください。複数種類の選抜を行った場合には、それぞれご記入ください。また、参考として学生募集要項の写しをご提出ください。

募集人数

うち臨時定員分

佐賀県推薦入
学特別入試

（ⅰ）推薦入試
（指定校推薦を
含む）

別枠（先行型） 4 4 H21以前

学校推薦型選
抜Ⅱ（長崎県
枠）

（ⅰ）推薦入試
（指定校推薦を
含む）

別枠（先行型） 1 1 H26

合計 5 5

（※1）貴大学において作成した学生募集要項に記載の内容をご記入ください。

※空欄がある場合は、何も記入せずにそのままご提出ください。

大学が所在する都道府県

大学所在地以外の都道府県

計

（１）対象都道府県名及び増員希望人数

（２）修学資金の貸与を受けた地域枠学生の確保状況

（３）令和４年度地域の医師確保のための入学定員増について

入試区分 選抜方法（※1）

1.佐賀県による第一次選考
　調査書、所信書及び個別面接
の結果を総合的に判断する。

2.佐賀大学による第二次選考
　佐賀県からの推薦を受けた者
に対し，小論文を課し，面接を
行い，大学入学共通テストの成
績及び佐賀県からの推薦理由
等を総合的に判断して合格者
を決定する。

大学入学共通テストの成績，小
論文，面接，高等学校長の推薦
書，調査書等を総合して合格者
を決定する。なお、入学志願者
が、募集人員の約10倍を上回
り、試験を適切に行うことが困
難であると予想される場合に
は、書類（調査書，高等学校長
の推薦書，自己推薦書）による
第一次選考を実施することがあ
る。

名称 選抜方式 開始年度 備考

（1）次の各号のすべてに該当する者で， 高等学校
長が責任をもって推薦できる者
①高等学校における学習成績が優秀で，調査書の
学習成績概評がA 段階に属する者
②病める人の気持ちが理解できるような思いやりの
ある温かい心を持ち，将来，長崎県内の地域医療
に貢献したいという強い意思を有する者
③高等学校を2021年3月に卒業見込みの者又は
2019年4月以降に卒業を認められた者で，次のいず
れかに該当する者
1）長崎県内の小学校又は中学校を卒業した者
2）長崎県内の高等学校を卒業又は卒業見込みの
者
④入学後は「長崎県医学修学資金」の貸与を受け，
大学卒業後は長崎県が指定する長崎県内医療機
関等で診療に従事することを確約できる者
⑤大学在学中に長崎県と契約を締結し，キャリア形
成プログラムの適用を受け，新専門医制度における
専門医選択について，原則として県指定基本領域
（内科，外科，小児科，産婦人科，整形外科及び総
合診療科）からの選択を了承できる者
（2）合格した場合は， 確実に入学できる者

出願要件（※1）

（1）佐賀県が責任をもって推薦できる者（佐賀県に
よる第一次選考合格者）
（2）病める人の気持ちが理解できるような思いやり
のある温かい心を持ち，将来，佐賀県内での医療
活動に従事し，県民の健康と福祉の増進に寄与す
る医師となることを目指す者
（3）高等学校を2021年3月に卒業見込みの者若しく
は2018年4月以降に卒業を認められた者，又は，高
等専門学校第3学年を2021年3月修了見込みの者
若しくは2018年4月以降に修了した者で，いずれも
高等学校等における調査書の学習成績概評がA段
階に属する者（高等学校には，中等教育学校及び
特別支援学校の高等部を含む）
（4）最終合格者は，必ず佐賀大学医学部に入学し，
入学後は，「佐賀県医師修学資金」の貸与を6年間
受けること及びキャリア形成プログラム（佐賀県が
策定した医療法（昭和23年法律第205号）第30条の
23第２項第１号に規定する計画）に同意することを
確約できる者
（5）大学卒業後は，キャリア形成プログラムに基づ
き，①高度急性期機能の需要増加に対処するため
の医師（内科，小児科，外科，産婦人科，脳神経外
科，麻酔科及び救急科），②総合的な診療能力を有
する医師（総合内科及び総合診療科）等として佐賀
県が指定する佐賀県内の医療機関で診療に従事す
ることを確約できる者
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②令和３年度に実施する地域枠学生(令和４年入学)の選抜について、下記をご記入ください。複数種類の選抜を行っている場合には、それぞれご記入ください。

また、参考としてPRのために作成した文書（リーフレット，ホームページ，テレビ，新聞，雑誌等）の写しをご提出ください。

募集人数
うち臨時定員分

佐賀県推薦入
学特別入試

（ⅰ）推薦入試
（指定校推薦を
含む）

別枠（先行型） 4 4 H21以前

学校推薦型選
抜Ⅱ（長崎県
枠）

（ⅰ）推薦入試
（指定校推薦を
含む）

別枠（先行型） 1 1 H26

合計 5 5
（※1）貴大学において、PRのために作成した文書（リーフレット，ホームページ，テレビ，新聞，雑誌等）に記載の内容（貴大学において作成予定の学生募集要項に記載予定の内容）をご記入ください。
※空欄がある場合は、何も記入せずにそのままご提出ください。

大学入学共通テストの成績，小
論文，面接，高等学校長の推薦
書，調査書等を総合して合格者
を決定する。なお、入学志願者
が、募集人員の約10倍を上回
り、試験を適切に行うことが困
難であると予想される場合に
は、書類（調査書，高等学校長
の推薦書，自己推薦書）による
第一次選考を実施することがあ
る。

（1）次の各号のすべてに該当する者で， 高等学校
長が責任をもって推薦できる者
①高等学校における学習成績が優秀で，調査書の
学習成績概評がA 段階に属する者
②病める人の気持ちが理解できるような思いやりの
ある温かい心を持ち，将来，長崎県内の地域医療
に貢献したいという強い意思を有する者
③高等学校を2021年3月に卒業見込みの者又は
2019年4月以降に卒業を認められた者で，次のいず
れかに該当する者
1）長崎県内の小学校又は中学校を卒業した者
2）長崎県内の高等学校を卒業又は卒業見込みの
者
④入学後は「長崎県医学修学資金」の貸与を受け，
大学卒業後は長崎県が指定する長崎県内医療機
関等で診療に従事することを確約できる者
⑤大学在学中に長崎県と契約を締結し，キャリア形
成プログラムの適用を受け，新専門医制度における
専門医選択について，原則として県指定基本領域
（内科，外科，小児科，産婦人科，整形外科及び総
合診療科）からの選択を了承できる者
（2）合格した場合は， 確実に入学できる者

名称 選抜方式

1.佐賀県による第一次選考
調査書、所信書及び個別面接

の結果を総合的に判断する。

2.佐賀大学による第二次選考
佐賀県からの推薦を受けた者

に対し，小論文を課し，面接を
行い，大学入学共通テストの成
績及び佐賀県からの推薦理由
等を総合的に判断して合格者
を決定する。

（1）佐賀県が責任をもって推薦できる者（佐賀県に
よる第一次選考合格者）
（2）病める人の気持ちが理解できるような思いやり
のある温かい心を持ち，将来，佐賀県内での医療
活動に従事し，県民の健康と福祉の増進に寄与す
る医師となることを目指す者
（3）高等学校を2022年3月に卒業見込みの者若しく
は2019年4月以降に卒業を認められた者，又は，高
等専門学校第3学年を2022年3月修了見込みの者
若しくは2019年4月以降に修了した者で，いずれも
高等学校等における調査書の学習成績概評がA段
階に属する者（高等学校には，中等教育学校及び
特別支援学校の高等部を含む）
（4）最終合格者は，必ず佐賀大学医学部に入学し，
入学後は，「佐賀県医師修学資金」の貸与を6年間
受けること及びキャリア形成プログラム（佐賀県が
策定した医療法（昭和23年法律第205号）第30条の
23第２項第１号に規定する計画）に同意することを
確約できる者
（5）大学卒業後は，キャリア形成プログラムに基づ
き，①高度急性期機能の需要増加に対処するため
の医師（内科，小児科，外科，産婦人科，脳神経外
科，麻酔科及び救急科），②総合的な診療能力を有
する医師（総合内科及び総合診療科）等として佐賀
県が指定する佐賀県内の医療機関で診療に従事す
ることを確約できる者

入試区分 選抜方法（※1） 出願要件（※1） 開始年度 備考
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１－２．教育内容

②（過去に地域枠を設定したことがある場合）これまでの取組・実績を、3～5行程度で簡潔にご記入ください。

③上記①の教育内容（正規科目）について、講義・実習科目内容をご記入ください。また、参考としてシラバスの写しをご提出ください。

地域枠学生 その他の学生

１年次
佐賀県内基幹病
院・中核病院実

全員 選択 選択 実習 1

１～６年次
地域医療セミ
ナー

全員 選択 選択 講義 0.1

１～４年次
夏期地域医療実
習

全員 選択 選択 実習 0.6

（※1）対象者は、当該講義・実習を受講可能な学生を「地域枠学生」「全員」のうちから選択ください。（地域枠学生の希望者のみの場合は、対象者を「地域枠学生」、必修／選択の別を「選択」とご記載ください。）
※空欄がある場合は、何も記入せずそのままにご提出ください。

④大学の正規科目以外で、提供する地域医療教育プログラムがあれば、その内容をご記入ください。

対象学年 プログラム名
対象者
（※1）

期間
（例：○週間）

開始年度

（※1）対象者は、当該講義・実習を受講可能な学生を「地域枠学生」「全員」のうちから選択ください。
※空欄がある場合は、何も記入せずにご提出ください。

⑤上記③④以外に、地域医療を担う医師の養成に関する取組等があれば、簡潔にご記入ください。（令和３年度以前から継続する取組を含む）（1～2行程度）

※空欄がある場合は、何も記入せずにそのままご提出ください。

２．都道府県等との連携

月額 総貸与額
大学の関与の

有無 (※1）

佐賀県 4 新入生

1年次   125,833
　年額1,510,000

2～6年次
102,333
　年額1,228,000

7,650,000 × ○

総合診療科、
内科、小児
科、外科、産
婦人科、脳神
経外科、麻酔
科、救急科

長崎県 1 新入生

1年次   138,150
  年額1,657,800

2年次   114,650
 年額1,375,800

3～6年次
131,316
 年額1,575,800

9,336,800 × ○

内科、外科、
小児科、産婦
人科　、整形
外科　、総合
診療科

※空欄がある場合は、何も記入せずにそのままご提出ください。

②その他、都道府県と連携した取組があれば、簡潔にご記入ください。（例：在学中の学生に対する都道府県と連携した相談・指導、卒後のキャリアパス形成等に対する支援）（1～2行程度）

※空欄がある場合は、何も記入せずにそのままご提出ください。

３．その他

奨学金の設定
主体

貸与人数

「地域枠入学生特別プログラム」を実施しており、1年次には佐賀県内基幹病院・中
核病院の実習を行い、佐賀県内の地域医療の現状、住民のニーズを知り、早期か
らの県内医療者との仲間づくりや医学修学へのモチベーションの強化を図ってい
る。またプログラムの一環として、1～4年次を対象に「夏期地域医療実習」や1～6
年次を対象に「地域医療セミナー」を実施している。キャリア支援としては5～6年次
に今後のキャリア選択のための初期研修に関する説明会を開催している。

取組の概要（1～2行程度） 開始年度

高校訪問「医“志”を知るセミ
ナー」

県の担当者と大学の教員が、医学部医学科への志願者の多い
県内の高校を訪問し、進学セミナーを行っている。

R2

医師育成・定着支援センターの
設置

県の委託事業として大学内にセンターを設置し、専任の教員が県
と連携して、医師・学生への総合的・継続的な教育・就業支援を
行っている。

R3

 (※1）○の場合は、備考欄に詳細をご記入ください。

対象学年 講義・実習名

プログラムの概要（1～2行程度）

貸与対象

貸与額　（例：200,000）

取組の名称 取組の概要（1～2行程度） 開始年度

対象者
（※1）

必修／選択の別 講義／実習の
別

単位
数

都道府県との連携

開始年度

H25

H26

H28

①地域枠学生が卒後に勤務することが見込まれる都道府県での地域医療実習など、地域医療を担う医師養成の観点からの教育内容の概要（令和４年度）
について、5～6行程度で簡潔にご記入ください。

平成20年度から佐賀県推薦入学特別入試を開始した。平成21年度からは、地域
枠による増員を使って佐賀県推薦入学特別入試を行い、平成22年度からは一般
入試に佐賀県奨学金枠と長崎県奨学金枠を設定した。平成25年度入試から推薦
入試Ⅱ佐賀県枠を、平成26年度入試から推薦入試Ⅱ長崎県枠を開始した。これら
の地域枠から31名が地域医療に貢献している。

（参考：記入例）
平成○年度から地域枠による増員を開始し、□□、■■などの取組を
行ってきた。令和３年度までに△名の地域枠学生を確保し、そのうち▲
名が現在～～として地域医療に貢献している。

（参考：記入例）
1～2年次には、「○○」という科目を開講するとともに「△△」を必修化
し、～～を学んでいる。3～4年次には、××実習を行い、～～を学んで
いる。またキャリア支援として□□を実施している。令和４年度からは、
■■を新たに開始するなど、～～を図ることとしている。

１～２に記入したもの以外で、その他、地域の医師確保の観点から大学の今後の取組があれば、簡潔にご記入ください。（1～3行程度）
特に、都道府県からの奨学金の貸与を受ける者、地域枠入学者を確保するために貴大学で取り組まれていることや今後の取組み予定がありましたら、ご記入ください。

返還免除要件

修学資金等の貸与を受けた期
間の2分の3に相当する期間（1
年未満切上げ）を必要勤務期
間とし、県内の公的病院等の総
合診療科・内科・小児科・外科・
産婦人科・脳神経外科・麻酔
科・救急科等で業務に従事する
こと。

医師免許取得後の一定期
間（貸与期間の1.5倍）長
崎県病院企業団等に勤務
し、その期間の2分の1以
上を離島に勤務すること。

選抜時期

選抜方法

③地域枠入学
者であれば別
途選抜を実施
せず貸与

③地域枠入学
者であれば別
途選抜を実施
せず貸与

取組の名称

①都道府県が設定する奨学金について、以下をご記入ください。併せて、都道府県が厚生労働省に提出する予定の地域の医師確保等に関する計画及び「地域における医療
及び介護の総合的な確保の促進に関する法律」（平成元年法律第64号）第４条に規定する都道府県計画等に位置づけることを約束する文書を添付して下さい。
なお、複数の奨学金を設定している場合は、それぞれ記入ください。

備考
診療科の限定

の有無

（診療科の限
定がある場

合）
その診療科名
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フリガナ

氏名
＜就任（予定）年月＞

一 学長
コダマ　ヒロアキ

兒玉　浩明
＜令和元年10月＞

博士
国立大学法人佐賀大学長
（令和元年10月～令和5年9

月）

現　職
（就任年月）

（注）　高等専門学校にあっては校長について記入すること。

別記様式第３号（その１）

（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

教 員 名 簿

学 長 の 氏 名 等

調書
番号

役職名 年齢
保有
学位等

月額基本給
（千円）
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